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平 成 2 6 年 第 ２ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

平成26年３月13日（木曜日）

午前10時３分開会

第１委員会室

出席委員

中 川 京 貴君委員長 上 原 章君

中 川 京 貴君副委員長 砂 川 利 勝君

委 員 座喜味 一 幸君 翁 長 政 俊君

新 垣 哲 司君 仲 村 未 央さん

崎 山 嗣 幸君 玉 城 満君

玉 城 ノブ子さん 儀 間 光 秀君

喜 納 昌 春君

欠席委員

瑞慶覧 功君

説明のため出席した者の職、氏名

山 城 毅君農 林 水 産 部 長

農林水産総務課副参事 泉 強君

流 通 政 策 課 長 宜野座 葵君

農 政 経 済 課 長 仲 村 剛君

営 農 支 援 課 長 西 村 真君

園 芸 振 興 課 長 島 尻 勝 広君

糖 業 農 産 課 長 竹ノ内 昭 一君

畜 産 課 長 安 里 左知子さん

村 づ く り 計 画 課 長 新 城 治君

森 林 緑 地 課 長 謝名堂 聡君

水 産 課 長 新 里 勝 也君

漁 港 漁 場 課 長 安 里 和 政君

労 働 委 員 会 事 務 局 長 真栄城 香代子さん

本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 平成26年度沖縄県一般会計予算

（農林水産部及び労働委員会所管分）

２ 甲第２号議案 平成26年度沖縄県農業改良資

金特別会計予算

３ 甲第９号議案 平成26年度沖縄県沿岸漁業改

善資金特別会計予算

４ 甲第10号議案 平成26年度沖縄県中央卸売市

場事業特別会計予算

５ 甲第11号議案 平成26年度沖縄県林業改善資

金特別会計予算

3 4ii
ただいまから経済労働委員会を開○上原章委員長

会いたします。

「本委員会の所管事務に係る予算事項の調査につ

いて」に係る甲第１号議案、甲第２号議案及び甲第

９号議案から甲第11号議案までの予算５件の調査を

一括して議題といたします。

本日の説明員として、農林水産部長及び労働委員

会事務局長の出席を求めております。

まず初めに、農林水産部長から予算の概要説明を

、 。求め 労働委員会事務局長の説明は省略いたします

それでは、農林水産部長から農林水産部関係予算

の概要説明を求めます。

それでは、平成26年度農林○山城毅農林水産部長

水産部関係予算の概要につきまして、お手元にお配

りしてございます平成26年度当初予算説明資料農林

水産部に基づき御説明させていただきます。

１ページをお開きください。

県全体の平成26年度一般会計歳出予算額における

部局別の歳出予算額です。組織改編に伴い、平成26

年度より農林水産部から緑化推進に係る事業が環境

部に移管されることから、農林水産部所管分は移管

前と移管後の２段書きになっております。

表の最下段の合計の金額になりますが、沖縄県全

体の平成26年度一般会計歳出予算額7239億2200万円

のうち、旧組織としての農林水産部所管分は、９行

目括弧書きの金額になりますが、637億6167万円と

なっております。この金額より、組織改編後、環境

部に移管される緑化推進事業分を差し引きますと、

新組織における所管分は636億9824万4000円となりま

す。

前年度の農林水産部の予算額652億6181万7000円と

比較しますと15億6357万3000円、率で2.4％の減と

なっております。

また、一般会計歳出予算の部局別構成比でありま

すが、沖縄県全体の平成26年度一般会計歳出予算額

に占める農林水産部の割合は8.8％となっておりま

す。

次に、一般会計歳入予算の概要について御説明い

（ ）経済労働委員会記録 第３号
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たします。

２ページをお開きください。

平成26年度一般会計における農林水産部関係の歳

、 、入予算額は 表の最下段の合計の金額になりますが

476億3806万円となっており、前年度当初予算額482

億9760万7000円と比較しますと６億5954万7000円、

率で1.4％の減となっております。

それでは、その内容について（款）ごとに御説明

いたします。

８行目になりますが ８分担金及び負担金８億4128、

万7000円は、土地改良法に基づく農地整備事業等に

。係る受益者の分担金及び市町村の負担金であります

その下の９使用料及び手数料7721万9000円は、沖

縄県立農業大学校授業料、漁港区域使用料及び家畜

衛生関係手数料等であります。

その下の10国庫支出金407億2702万4000円は、災害

復旧に要する国庫負担金及び沖縄振興公共投資交付

金等の国庫補助金等であります。

その下の11財産収入４億318万5000円は、沖縄県営

林野の土地貸付料及び試験研究機関等で生産された

農林生産物の売り払い代等であります。

次に、２行下の13繰入金５億7564万2000円は、沿

岸漁業改善資金の貸付原資に係る国への元金返済に

伴う一般会計への繰入金等及び農地中間管理機構事

業等に係る基金繰入金等であります。

次に、２行下の15諸収入16億2390万3000円は、中

央卸売市場販売促進貸付金に係る元利収入及び試験

研究機関の受託試験研究費等であります。

その下の16県債33億8980万円は、公共事業等及び

災害復旧に充当する県債であります。

以上が、農林水産部関係の一般会計歳入予算の概

要であります。

次に、一般会計歳出予算の内容について（款）ご

とに御説明いたします。

３ページをお開きください。

６行目になりますが （款）農林水産業費は616億、

6853万4000円となっております。前年度予算額と比

較しますと17億7728万3000円、率で2.8％の減となっ

ております。

主な事業としては、県産農林水産物を県外向けに

出荷する場合の輸送費に対して補助を行う農林水産

物流通条件不利性解消事業、配合飼料高騰に伴う畜

産経営への影響を緩和するため、飼料費の一部に対

して補助を行う養豚生産性向上緊急対策事業及びき

め細かな土地基盤の整備を行う農山漁村活性化対策

整備事業等がございます。

11行目になりますが （款）災害復旧費は20億2971、

万円となっております。

前年度予算額と比較しますと２億1371万円、率で

11.8％の増となっております。

主な事業としましては、農地農業用施設災害復旧

費、林道施設災害復旧費、漁業用施設災害復旧費等

がございます。

、 。以上が 一般会計歳入歳出予算の概要であります

次に、平成26年度農林水産部所管の特別会計歳入

歳出予算について御説明いたします。

４ページをお開きください。

農業改良資金特別会計の歳入歳出予算額は１億772

万9000円となっております。

前年度予算額と比較しますと7587万9000円、率で

41.3％の減となっております。

減となった主な理由は、就農支援資金の国への償

還金及び県の一般会計への繰出金の減によるもので

あります。

５ページをお開きください。

沿岸漁業改善資金特別会計の歳入歳出予算額は１

億5316万円となっております。

前年度予算額と比較しますと959万4000円 率で5.9、

％の減となっております。

減となった主な理由は、沿岸漁業改善資金の貸し

付け需要の低減に伴う貸付金の減によるものであり

ます。

６ページをお開きください。

中央卸売市場事業特別会計の歳入歳出予算額は10

億2732万5000円となっております。

前年度予算額と比較しますと６億2870万8000円、

率で157.7％の増となっております。

増となった主な理由は、冷蔵配送施設の整備に伴

う工事請負費の増によるものであります。

７ページをお開きください。

林業改善資金特別会計の歳入歳出予算額は1583万

8000円となっております。

以上、農林水産部関係の一般会計及び特別会計の

予算の概要を御説明いたしました。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

農林水産部長の説明は終わりまし○上原章委員長

た。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、予算議案の審査等に関する基本的事項につ

いてに従って行うことにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、予算

特別委員会の運営に準じて、譲渡しないことにいた
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します。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないように簡潔に発

言するよう御協力をお願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する予算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに質疑を行います。

砂川利勝委員。

まず、国営・県営土地改良事業の○砂川利勝委員

本年度の取り組みについてお伝えいただきたいと思

います。

平成26年度に工事を国営地○山城毅農林水産部長

区において着工するという計画を立てているわけで

ございますが、今年度、平成25年度は現在、同意取

得に向けて準備を進めているところでございます。

これは石垣市ですよね。○砂川利勝委員

石垣市の国営土地改良事業○山城毅農林水産部長

の件でございます。

平成26年度に関しては、何か特別○砂川利勝委員

なことはありますか。

石垣市におきましては、平○山城毅農林水産部長

成26年度に国営が着工されるわけでございます。手

順としましては、先ほど申し上げましたように同意

取得に着手して、それから４月下旬には申請書を上

げていただくという計画になっておりまして、８月

下旬には事業計画を確定し、事業に着工するという

スケジュールでございます。平成26年度は概算ベー

スで４億円を投入して、施設の設計あるいは緊急性

の高い幹線排水路の改修を行う予定と聞いておりま

す。

同意取りつけという話が先ほども○砂川利勝委員

出ましたが、何％ぐらいされていますか。

現在同意取得に向けて○新城治村づくり計画課長

取り組んでいるところなのですが、アンケート調査

でこれまで約90％の同意が確保されています。それ

を今、本同意取りに向けて地域の協議会で進めてい

るところであります。

国営の多分、底原ダムから３つの○砂川利勝委員

ダムをつなげていくという流れですよね。

今回の石垣島国営土地○新城治村づくり計画課長

改良事業の大きな目的として、５つのダムの相互運

用を予定しております。その中で大きい額として、

底原ダム、名蔵ダム、それと大浦ダムとか、石垣ダ

ムとかありますが、相互運用して、これまで水が来

ていなかった石垣島北部地域に水を送る予定として

おります。

ぜひ工事がうまくいくようにお願○砂川利勝委員

いしたいのと、国営ですから、なかなか言えないと

は思うのですが、地元業者にやはりやらせていただ

きたいと。ただ管の径が大きくなるだけで、そんな

に難しい工事ではないと思うのです。地元の業者も

含めて、しっかり自分たちでやりたいのだという話

もしていますので、その辺、沖縄県も少し対応して

いただければありがたいと思うのですが、いかがで

すか。

今回、国営土地改良事○新城治村づくり計画課長

業で関連事業を含めて総事業費が761億円あります。

そのうち国営が280億円で、県営団体への支援を含め

て480億円となっています。この480億円に関しては

沖縄県と石垣市と区が中心になりますので、それに

関してはこれまでどおり地元業者を中心にできると

思います。また、国営に関しては沖縄県からの要望

を国と調整をしていきたいと考えております。

ぜひよろしくお願いします。○砂川利勝委員

では、次に移ります。新川川河口、石垣漁港西側

の改良工事だと思うのですが、現在の進 状況の説

明を求めます。

現在、新川川河口について○山城毅農林水産部長

は赤土等の流入、堆積等、漁場機能の低下が見られ

ているわけでございます。このために、本年度の事

業で漁場回復に向けて、当該海域の赤土と土砂堆積

の状況、あるいは生物の生息状況等の漁場環境及び

加工に係る既存資料等の調査を実施しているところ

でございます。

これは平成25年度から始まってい○砂川利勝委員

ると思いますが、今年度までの調査ですか。

本調査は平成26年度も継続○山城毅農林水産部長

して行う予定です。

かねてからこの河口付近はすごく○砂川利勝委員

赤土が流れていて、町の中なのですが、景観という

か、すごく汚れた地域で取り組んでいるということ

は大変いいことだと思います。調査してから工事に

着手できるまでの見通しというのですか。その辺が

伺えればありがたいのですが。
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現在、平成25年度から調○安里和政漁港漁場課長

査を開始しておりまして、平成26年度も同様に、底

質調査だとか、そういった海域の環境状況の調査を

いたします。平成26年度におきましては検討委員会

を設けまして、有識者等の意見も踏まえて、平成26

年度の調査をまとめていきたいと思っています。そ

の平成26年度の調査を踏まえまして、平成27年度に

、 、 、実際に 漁場の回復だとか 漁場環境の改善だとか

そういったものがどういった事業で図れるかという

ことで、実施に向けた業務を行っていきたいと考え

ております。

平成27年度に何とか実施をしてい○砂川利勝委員

ただいて、早くやればやるほど、それだけ汚れない

と思いますので、ぜひ早目にできるように対応をひ

とつよろしくお願いします。

次に、地域食品振興対策費の説明を求めます。

地域食品振興対策費は、○宜野座葵流通政策課長

沖縄県産農林水産物の販売促進や地産地消、加工６

次産業化関連の７つの事業で構成されております。

平成26年度は、販売促進関連では、ＪＡなどの出荷

団体とともに、主に県外で販売促進キャンペーンに

取り組む沖縄県産農林水産物販売促進事業として810

万4000円。次に、県外での販路開拓に取り組む人材

育成を行う沖縄県産農林水産物販売力強化事業とし

て5301万2000円。地産地消関連では、直売所の活性

化に取り組む直売所を核とした沖縄県産食材消費拡

大事業として2865万円。学校給食や飲食店での消費

拡大とおきなわ花と食のフェスティバルの開催支援

等に取り組む沖縄島風土利用促進事業として3000万

円。加工６次産業化関連では沖縄県産農林水産物を

使った加工品の付加価値向上に取り組むプレミアム

加工品開発支援事業として3556万2000円。緊急雇用

予算を活用し、６次産業化人材の育成に取り組む新

たな地域資源による６次産業化人材育成事業として

1328万4000円。６次産業化サポートセンターの設置

や６次産業化関連の補助を行う６次産業化支援事業

として１億2715万1000円の合計２億9576万3000円を

計上しているところであります。

なお、平成26年度から加工６次産業化関連の事業

につきましては、今回の組織改編に伴い、流通政策

課が流通加工推進課として事業を推進することと

なっております。

地域食品振興対策費というものは○砂川利勝委員

今年度からスタートですか。以前にもやったのです

か。

いえ、従来からやってい○宜野座葵流通政策課長

ます。

成果というものはどうですか。○砂川利勝委員

成果につきましては、ま○宜野座葵流通政策課長

ず、人材育成を目的とする沖縄県外のＯＪＴ研修に

ついては沖縄県外の商談会とか沖縄県外フェアを実

施しております。沖縄県外取引が徐々にあらわれて

きていまして、そういう意味では沖縄県外の流通が

促進されていると考えています。プレミアム加工品

、 、開発支援事業におきましても 各事業者―沖縄本島

宮古八重山地区の事業者が積極的に参加しまして、

加工品を開発していただき、それを沖縄県外のバイ

ヤーとかと商談会も実施して、徐々に取引が成立し

ているという実績も出てきております。

地産地消と言われる中で、皆さん○砂川利勝委員

は地産地消をどのぐらいの目標で考えているのです

か。

地産地消については特に○宜野座葵流通政策課長

目標設定はしておりませんが、今回、平成25年度に

地産地消計画を改定する予定になっております。例

えば現在、学校給食あたりでは地産地消利用率が34

％程度になっていますが、それを５％程度―40％前

後に引き上げるとか、そういった目標設定をして推

進していきたいと考えています。

ぜひ地産地消をしっかりと進めて○砂川利勝委員

いただきたいと思います。

次に移ります。６次産業化支援事業について内容

の説明をお願いします。

沖縄県では地域の創意○新城治村づくり計画課長

工夫を生かした６次産業化を支援するため、平成26

年度から国の６次産業化ネットワーク活動交付金を

活用し ソフト ハード両面から支援する計画となっ、 、

ております。具体的な支援内容としましては、１点

目として、農林漁業者の相談対応を行う沖縄県６次

産業化サポートセンターや６次産業化プランナーの

配置、２点目として、市場調査や新商品開発、販路

開拓等に要する費用の補助、３点目として、加工施

設、直販施設等の整備に要する費用の補助となって

おります。今後、関係市町村と連携して本事業を推

進していきたいと考えております。

６次産業化支援事業は、実際沖縄○砂川利勝委員

県内でどのくらい組織化されたものがあるのか、教

えていただけますか。

国では平成22年度に地○新城治村づくり計画課長

域資源を活用した農村漁業者等による新事業の創出

等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律―

六次産業化・地産地消法を制定しております。その



－120－

中で、６次産業化を担う人材、事業者を育て、認定

するということで 総合化事業計画というものをやっ、

ています。沖縄県内では現時点で、この認定を受け

た団体として52団体あります。

52団体というものは実際６次産業○砂川利勝委員

化されて、きちんと営業されていますか。

これまで52団体が認定○新城治村づくり計画課長

されて、平成24年、平成25年に関しては国の事業で

認定事業者を支援しております。その中で、ハード

事業で11件、約10億円の事業費を支援し、この認定

業者は営業を行っています。またあわせて、販路開

拓や新商品の開発事業がソフト事業なのですが、そ

の中で22件の事業者を認定し、事業費として11億円

を借りて認定事業者を支援し、それに伴って認定事

業者が営業を行っていると考えております。

33件だから、まだ19件はやってい○砂川利勝委員

ないということで、国から沖縄県に移管されたとい

うことで、やはりより充実した支援ができるのでは

ないかと思います。認定したはいいが、結局機能し

、ていないというものはいろいろあると思いますので

そこら辺のサポートをして、申請した団体が全て営

。業できるように取り組んでいただきたいと思います

次に移ります。与那国製糖工場の進 状況を説明

してください。

与那国町の与那国製糖○竹ノ内昭一糖業農産課長

工場につきまして、かなり老朽化が進んでいるとい

うことは、沖縄県も認識しております。現在、地元

との調整を進めておりまして、目途になりますが、

平成26年度中の着手ということで現在調整を進めて

いるところです。

では、平成26年度着手で、どんな○砂川利勝委員

に悪くても平成27年度には完成しますよね。引き続

き頑張ってください。

ただ、ここは聞くと、生産量が余りよろしくない

と。だから、製糖工場をつくるのも大事ですが、や

はり農家の単収を上げる。それをしっかりまた、支

援をしていただきたいと思っています。せっかくい

、いものをつくると思いますので―やはり量がないと

、また採算性が合わないとかという話になりますので

しっかりと耕作する農家の皆さんに支援をしていた

だければいいと思いますので、よろしくお願いいた

します。

次に移ります。日台漁業基金、100億円の基金があ

りますと。私は配分と言ったのですが、現状はどの

ような状況ですか。

、○新里勝也水産課長 沖縄漁業基金につきましては

日台漁業取り決めによる影響緩和を図るとともに、

本県水産業の競争力強化及び漁業企業の安定化を図

ることを目的として、100億円の基金が公益財団法人

沖縄漁業振興基金に設置されたところであります。

現在、同財団において基金事業の実施に向けた準備

が進められているところでございます。沖縄漁業基

金の執行につきましては、各漁協からの要望等を集

めて、同財団に設置される事業検討委員会の中で検

討されまして、具体的にどのように執行していくか

ということが決定されるという運びになると聞いて

おります。

平成26年度からこの基金は活用す○砂川利勝委員

るという方向性でいいのですか。

もう２月には国から基金が交○新里勝也水産課長

付されておりますので、なるべく早く、３月にでも

スタートしたいということで、同財団では準備を進

めているところです。４月にはスタートできる体制

になると考えております。

やはり先島が一番影響のあるとこ○砂川利勝委員

ろだと思うのです。配分については当然沖縄県はわ

からないとは思うのですが、しっかりとまた、配分

がなされて、営業支援ができるように対応方お願い

したいと思います。

次に移ります。飼料高騰対策は、平成25年度も事

業はあったと思うのですが、成果はどうでしたか。

平成25年度から行っており○安里左知子畜産課長

ます飼料高騰対策事業ですが、少し内容を申し上げ

ますと、まず、養豚農家への配合飼料に対しまして

１トン当たり1600円、肉用肥育、酪農家の輸入粗飼

料の購入につきまして１トン当たり1600円、沖縄県

配合飼料価格安定基金の積立金に対しまして１トン

当たり300円の支援を行っているところです。平成25

年度の実績につきましては今現在まとめているとこ

ろでございますので、数値的にどのようになってい

るかは今ここで申し上げることができませんが、順

調にやっていただいていると把握しております。

今、畜産、子牛がいい値段で取引○砂川利勝委員

もされているし、また、石垣牛とか、しっかりと消

費されています。ただ、値段は上がったのですが、

それに比例して飼料が上がれば、結局中身がないで

すので、しっかりと支援をしていただいて、特に石

垣牛の肥育なんかはもう足りないと言われているぐ

らいなのです。しっかり支援をしていただきたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。

通告はしていないのですが、１点だけ、有害鳥獣

対策です。今年度の予算と、先島にどのくらい配分
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されているか、説明できますか。

後ほど資料を提供いただくということで、これで

終わります。

座喜味一幸委員。○上原章委員長

通告はしていませんが、よろし○座喜味一幸委員

くお願いします。

１点は、今、石垣市で食品衛生レベルの高い株式

会社八重山食肉センターが工事中だと思いますが、

それの中身、進 状況について、食品衛生のレベル

も含めて説明願います。

現在、石垣市において、輸○安里左知子畜産課長

出申請が可能な施設ということで株式会社八重山食

肉センターの整備を行っております。今年度中に整

備が終了する予定になっています。

、○座喜味一幸委員 我々沖縄県のハブ貨物拠点から

東アジアに向けたいろいろな農林水産物等々を出荷

するという大きな動きの中で、石垣市の株式会社八

、 、重山食肉センター 沖縄県内で唯一だと思いますが

そこを活用して、沖縄県内における黒豚、あるいは

ニーズの高い和牛等のアジア向けの出荷をどのよう

にしようとしているのか、沖縄県全体の中で石垣市

でつくられる株式会社八重山食肉センターをどう活

用していこうとしているのか。

今回つくります石垣市の株○安里左知子畜産課長

式会社八重山食肉センターは衛生レベルが高いもの

になると考えております。もう一つ、沖縄県には６

カ所の食肉センターがありますが、ほかの食肉セン

ターにつきましては、南城市にある株式会社沖縄県

食肉センターが対マカオ向けであれば輸出申請が可

能であろうと考えておりまして、現在それを行う予

定となっております。その他の食肉センターでは海

外輸出のレベルが確保されておりませんので、私ど

もの考えとしましては、海外輸出に向けての牛の屠

畜であれば、石垣市の株式会社八重山食肉センター

に持っていく方向で今後計画していきたいと思って

おります。といいますのも、衛生レベルを上げる改

修は非常にお金がかかりますし、現在の屠畜量にま

、た上乗せということも大変厳しくなってきますので

株式会社八重山食肉センターの利活用を考えており

ます。

ごもっともだと思っておりまし○座喜味一幸委員

、 、て 沖縄県内における肥育した和牛を加工処理して

アジアに向ける。対マカオというものは少しレベル

が低いのですね。そういう意味では、石垣市の株式

会社八重山食肉センターというものは拠点になると

思っております。そういう意味において、現状でど

れぐらいのアジア向けの仕向けがされていて、これ

を通してどこまでアジア向けの出荷目標としている

か。そういう目標の中で沖縄県内の畜産農家が肥育

をどうしようとしているのかという全体の青図がな

いともったいないという思いがあって、この質疑を

させていただいております。この目標というか、ど

ういうスキームでやって、拡大していこうとしてい

るかという夢を語ってくれませんか。

私から説明しまして、足り○安里左知子畜産課長

ない分は農林水産部長に補足してもらいますが、肥

育牛につきましては今現在6400頭ぐらいいます。こ

のうち今、海外向けは沖縄県から直接出ているもの

はございませんが、九州の鹿児島県を経由して3865

キログラムが海外輸出向けになっております。海外

輸出につきましては何キロ出していきたいという細

かい計画は図っておりませんが、肥育牛の目標とし

まして、平成33年度までに１万4000頭まで肥育牛を

伸ばしたいと考えております。ということは、肥育

牛だけを伸ばすことができませんので、まず肉用牛

全体の底上げ、農家の繁殖牛も含めて増頭運動を現

在始めているところです。それと、沖縄県は亜熱帯

気候という粗飼料の優位性がありますので、石垣牛

、あるいは本部牛などのブランド力の強化についても

ＪＡあるいはその関係機関と協力してやっていきた

いと思っておりますし、また、今、盛んになってい

る石垣市の観光等ともリンクして消費拡大を目標に

したいと考えております。

すばらしい考えですが、今、現○座喜味一幸委員

状3.8トンですよね。鹿児島経由で出しているという

ことなのですが、この株式会社八重山食肉センター

の処理能力というものはどれぐらいありますか。

いいです。多分日10頭程度だと思っておりますか

ら、要するにこの辺の具体的な、現状４トンの海外

仕向けを何トンにしようとしているのか。その中で

繁殖から肥育まで、どのような形で畜産を振興して

いるのか。海外向けの和牛の品質をどう高めていこ

うとしているのかという目標を明確にしていかない

と、私はこの事業、畜産というものは今大きな過渡

期になっていると思っておりまして、飼養農家数も

減っているし、頭数も減ってきている。その中で新

たなアジア向けの戦略というものは畜産、非常に大

きな、大事なウエートを占めていると思っているの

であえて質疑しているのです。その目標、具体的な

アクションプログラムを持ってやっていかないと、

せっかくの石垣市の株式会社八重山食肉センターは

。生かされないのではないのかという思いもあります
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今度は石垣市からアジア仕向けに和牛を輸出する

状況、想定があったときに、地元における税関、防

疫体制をどうしようとしているのか それから 送っ。 、

、 、た香港市場を含めたアジアにおいて その保存保冷

市場をどうしようとしているのか、それの考えをお

聞かせください。

石垣市につきましては、税○安里左知子畜産課長

関、動物検疫所は昨年、平成25年３月に石垣港を指

定港ということで特別に認めていただきまして、そ

こは防疫をきっちりやれるような体制がとられてお

ります。それから、仕向けの肉につきましては今、

沖縄振興一括交付金を利用しました県産食肉ブラン

ド国内外流通対策強化事業におきまして香港の冷凍

冷蔵施設で保管、整備しております。これによりま

して、定時定量の肉が必要なときに香港市場に出回

るというようなことを今やっているところでござい

ます。

香港でそういう冷凍冷蔵施設が○座喜味一幸委員

できるということで一安心しているのですが、これ

は畜産だけではなくて、野菜類も含めて一緒であり

ます。

それで今、石垣港が特区指定かわからないが、受

けたという話があるのですが、これはうちの物流拠

点の中で、臨空は様子が見えるが、海のほうが見え

にくい。要するに海上輸送がうまくいっているのか

どうか、見えない。離島の部分が配慮されていない

ので、那覇港、中城港、平良港プラス石垣港という

特区の中で、今の出入り―税関、防疫等を含めた特

区、海上輸送の形をどうとっていくのか。その辺を

しっかりと押さえないと。この事業というものはな

かなか課題が多いと思っております。そういう意味

におきましては、商工労働部とかと連携しながら、

せっかくなのでやらないといけないと思っているの

です。ちなみに今言っている石垣港から牛、肉を出

そうとしたときに、輸送費、輸送体系というものは

どうなりますか。この辺が弱い気がするのですね。

石垣港で枝肉にして、これ○山城毅農林水産部長

を海外に輸出するときの輸送費支援ということだと

思うのですが、それにつきましては今、ＡＮＡの物

流の中で商工労働部でコンテナの借り上げという事

業をやっておりますので、現在のところはそれをう

まく活用しながらやっていこうと思っております。

この辺をもっと研究して、連携○座喜味一幸委員

をとってもらいたいと思いますのは、先ほどおっ

、しゃった沖縄県産農林水産物海外販路拡大支援事業

食肉のブランド強化、トレーサビリティーの運用シ

ステムとかというような仕組みそのものを、我々沖

。 、縄県の国際物流特区の中でどう生かすか 要するに

沖縄県内の生鮮食料品等を海外に向けてどうしよう

としているかという連携が私は大変弱いような気が

しております。例えば、島からマンゴーを香港が買

いたいと言っております。出荷するにはどうするの

か。ジャガイモを欲しいと言っております、南風原

のカボチャが香港のヤオハンで売られています。こ

ういう一つ一つのものに対して、本土向けだけでは

なくして、海外向けにどう生産拡大して海外市場に

売り出そうとしているのかというスキームで、本気

にならないともったいない。その辺はどうなのです

か。

委員おっしゃるように、商○山城毅農林水産部長

工労働部で物流事業を香港で四、五年前からやり始

めたころからの我々の課題として、安定的に供給す

るためにはやはりいいもの、安心・安全で品質のい

いものを間違いなく送るシステムをつくる必要があ

るということはずっと思っておりました。そのため

には産地側の連携をしっかりして、委員がおっしゃ

るような目標をしっかり持ってやる必要性は確かに

あります。そういう意味で、農林水産部内にも今か

かわっている流通部門、畜産部門、園芸部門、黒糖

部門、あと水産部門がありますので、その辺で農林

水産部内でまず輸出協議会みたいなものを立ち上げ

、 、て そこで出荷団体等も含めて将来像を描きながら

しっかり取り組んでいきたいと考えているところで

ございます。

既に我々沖縄県はハブ貨物でい○座喜味一幸委員

ろいろな拠点の形が大体見えていたのですよ。特に

香港市場なんていうものは見えていたのですが、実

は九州全県が連合して特産品海外仕向けの連携組織

をつくって、海上輸送で香港に売り込むような連携

ができて、もう本格的に動こうとしているのです。

そういう中で、我々が最初にやった国際物流拠点そ

のものが、沖縄県外の人たちにとって魅力的なルー

トになっている。そういう意味において、我々沖縄

県内における農林水産業あるいは加工産業を育てよ

うとしたときに、ぼやぼやしていたらいけないとい

う思いがあるのです。いや、もう場合によったら、

海上輸送を含めて九州の仕組みが安ければ、逆に我

々沖縄県は巻き込まれてもいいのではないかと思う

ぐらい本格的に動いている。その辺に対しての現状

認識はどうですか。

私も香港に市場調査に行っ○山城毅農林水産部長

てきていますので、確かにそこを見ると、国内のブ
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ランド産地のものが結構入ってございます。なおか

つ外国からも結構入ってきていますので、その中で

沖縄県がどういう立ち位置で売り込んでいくかとい

うところは、戦略的に取り組んでいかないといけな

いと非常に感じております。それについてはまた、

商工労働部とも連携しながら、沖縄ブランドとして

沖縄県のものをどう売り込んでいくのか。もう一つ

、ジャパンブランドということも言われていますので

国内の競争もあるかもしれないのですが、その中で

沖縄県のブランドをもう少し強調しながらやってい

く必要があると思っております。

ぜひとも商工労働部と連携をし○座喜味一幸委員

て、大きな市場というものを理解、把握しながら進

めないと、せっかく我々の沖縄ブランドの可能性が

引き出せないのです。これについては輸送、税関等

を含めた物流、市場ニーズというものの連携をぜひ

ともとってもらいたいと希望して、次に移ります。

農林水産物流通条件不利性解消事業というものが

ございます。今言っている県外向けの輸送のハンデ

を克服する意味で大変有用な事業だと思っておりま

す。もういよいよ２年ですが、この農林水産物流通

条件不利性解消事業、結果として、生産拡大、農家

の生産意欲につながらなければいけないと思うので

す。もう追跡調査もされていると思うのですが、最

終でなくてもいいが、そのおおむねの結果について

教えてくれませんか。

まず、農林水産物流通条○宜野座葵流通政策課長

件不利性解消事業を導入した成果についてお答えし

ます。本事業による出荷団体の沖縄県外出荷実績、

出荷事業につきましては 平成24年度は出荷団体が71、

団体で、前年度実績に比べ約630トン増の２万2980ト

ンとなっております。それから、平成25年度におき

ましては出荷団体が111団体とふえておりまして、前

年度実績の約４万3700トンに対しまして、平成25年

度の出荷計画では１万4900トン増の５万8600トンを

見込んでおり、出荷団体におきましては沖縄県外へ

の出荷の拡大につながっていると考えております。

また、成果としましては、輸送コスト負担の低減に

よりまして、沖縄県外への出荷や農家所得の増加に

加えまして、出荷先の開拓、出荷時期の拡大など新

たな取り組みがなされているところであります。

大変うれしい話です。農家の方○座喜味一幸委員

から、実はこの事業をすることによって、オクラ部

会とか、ゴーヤー部会とか、みんなふえたと。生産

意欲も出てきて、勉強会もやるようになったという

ような声も届いておりますから、ぜひとももう少し

思い切って生産拡大につなげるような指導体制を。

ぜひ農林水産物流通条件不利性解消事業を生かして

いくようにやってもらいたいと思うのですが、沖縄

県でやっている農林水産物流通条件不利性解消事業

のメニューをふやしてくれという意見が多かった。

その中で市町村単独でやっているメニュー、今後そ

ういうものも含めて支援をしていく考えは……。ま

ず、市町村単独でやっている輸送費補助事業にはど

ういう事業がありますか。

沖縄県内では、離島市町○宜野座葵流通政策課長

村が沖縄本島へ出荷する生鮮水産物の航空輸送につ

きまして輸送費補助を実施していると聞いておりま

す。平成25年度は、宮古島市、与那国町、石垣市が

実施しており、平成26年度からは竹富町が４月から

実施見込みということになっております。

市町村等も含めて、ぜひとも弾○座喜味一幸委員

力的に支援して、結果が出るように頑張っていただ

きたいということを希望して、終わります。

翁長政俊委員。○上原章委員長

私も座喜味委員の延長になるので○翁長政俊委員

すが、事業名で県産食肉ブランド国内外流通対策強

化事業、養豚生産性向上緊急対策事業、沖縄県産農

林水産物海外販路拡大支援事業、同じく農林水産物

流通条件不利性解消事業等に係る問題で、畜産の問

題を取り上げさせていただきます。

今の畜産の現状ですが、農産物に対する畜産物の

出荷額の金額とパーセンテージを教えてください。

一番新しい平成25年末の農○安里左知子畜産課長

業産出額は877億円 そのうち畜産が385億円で 43.9、 、

。 、％を占めております 一番多いのが肉用牛で144億円

養豚が131億円となっております。

この生産高、出荷高から見てみて○翁長政俊委員

も、沖縄県農業行政に対する畜産の位置づけという

ものは、農林水産部長、どのように見ておられます

か。

今ありましたように、農業○山城毅農林水産部長

産出額から見ると43％ということで非常に高い位置

にあるわけでありまして、畜産についても肉用牛、

、養豚含めて沖縄県の観光とリンクした取り組みとか

あるいは養豚については食文化の中心になっている

畜種でもございます。そういう意味では農産業の中

。でも非常に重要な位置づけにあると考えております

畜産課長、あなたはどう考えてい○翁長政俊委員

ますか。

農林水産部長のおっしゃる○安里左知子畜産課長

とおりで、本当に一生懸命頑張っていますし、いろ
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いろ問題がありながらも、夢を持って畜産業は進ん

でいると思っております。

いや、私が皆さんからヒアリング○翁長政俊委員

した中では、農水産業の中でのリーディング産業と

いう位置づけだ、畜産というものが。沖縄県の農政

を引っ張っていく非常に有望で有力な産業との位置

づけを持っておられると聞いておりますが、農林水

産部長、そのとおりですか。

畜産については、例えば肉○山城毅農林水産部長

用牛の子牛については全国有数の産地にもなってい

ますし、肉用牛そのものも非常に評価が高い―ブラ

ンドとしての石垣牛あるいは本部牛あたりは全国の

肉用牛枝肉共進会でも農林水産大臣賞をいただくほ

ど非常によい品質になってきています。あわせて、

養豚についてもアグーという在来豚を活用した非常

に品質のいいこれからのブランド豚として、これを

活用した、あるいは沖縄アイランドとの組み合わせ

で非常にいい養豚業が可能性としてあるものと考え

ております。そういう意味では沖縄の特性を生かし

て肉用牛を伸ばしていけると思っておりますので、

引っ張っていきたいと考えております。

畜産の現状の中で子牛、肉用牛の○翁長政俊委員

価格がいいとか、好調であるとか、アグー豚の海外

における評価が高いとか、いろいろな好条件が出て

いて、さらには、農産物の43％を畜産が占めている

という中にあって、肉用牛に係る分については、い

わゆる子牛を取引する場合、今、減少傾向にありま

すよね。それはどういうことなのですか。かなり期

待感がある畜産業の中において、今の課題―家畜市

場において子牛等の取引頭数が減っているという現

状をどう見ていますか。

平成23年度の東北の震災以○安里左知子畜産課長

降、東日本で肉牛の飼養が減ってきたことがあり、

西日本では子牛の素牛の需要が非常に高くなってお

ります それでどんどん 今 過去最高の高値になっ。 、 、

、 、ているところですが やはり高いということがあり

あと、古い繁殖牛も高く売れるということがあるた

めに農家が手放しているといった、売っている状況

もあります。ただし、子牛が高いので、逆に今度は

買いにくいという繁殖牛の状況もありまして、委員

のおっしゃったとおり、肉用牛の飼養頭数が沖縄県

。 、 、では減少しております 私たちとしましては ＪＡ

公社、あるいは市町村も含めて今、肉用牛の増頭運

動を展開しているところであります。

今、聞いていたら余り理解できな○翁長政俊委員

くて、需要がふえているのだから、当然増産体制に

あるべきですよね。高値で取引されていて、農家に

してみれば、その時期にたくさん生産をして出した

ほうが実入りは絶対いいはずなのです。しかしなが

ら、取引頭数が減っているということは、これは生

産量が減っているということにつながっているので

はないですか。農林水産部長、どうなのですか。

子牛の取引頭数の推移を見○山城毅農林水産部長

ますと、確かに平成21年のころ、約２万7790頭ござ

いました。現在、平成24年度が２万5900頭というこ

とで確かに減っております。ただし、平成21年度当

時の価格が１頭当たり平均30万円なのですね。その

ときも非常に厳しい価格になっていて、あわせて、

沖縄県の一つの課題として老廃牛―年齢を引っ張っ

て子供を産ませる牛を大事にして、８年のものを10

年以上とか、長く抱えているという課題が１つござ

います。そうすると、生まれてくる子牛が減ってく

るという課題があって、それを踏まえて我々は、そ

れを改善するということで、この二、三年取り組ん

できたのが、老廃牛をいい子牛に切りかえていく、

繁殖牛に切りかえていきながら、生産性の向上に向

け取り組んでいこうと。そういうことをしているう

ちに、今、畜産課長からありましたように、震災と

口蹄疫の関係で全国的に子牛の供給が減ってきてい

る要因の中で、現在は１頭当たり50万円まで値段が

上がってきている状況にございます。そうすると、

我々としては、品質のいい農家の繁殖牛の経営その

ものとは少し切りかえていきながら、いい繁殖牛に

切りかえていくというシステムを進めております。

それをやることによって子牛の生産能率、繁殖能率

を高めながらやっていく。今、現状ではいい値段を

していますので、先ほど畜産課長からもありました

ように地域を含めて、畜産農家を含めて増産運動を

しながら、生産拡大に向けて取り組んでいこうとい

う動きをしているところでございます。

繁殖牛については、今説明があっ○翁長政俊委員

て、私は余り納得していないのですが。いずれにし

ろ、今需要がかなり高いのですから、農家の足腰を

、 、強くする意味においても まさに増産体制をとって

実入りがいい牛。農家の経営、足腰を強くすること

が必要だろうと私は思っているのです。

それともう一つ、ブランド牛、ブランド化です。

。肥育牛の頭数の確保はきちんとできているのですか

今、肥育牛の頭数の確保に○安里左知子畜産課長

つきましても、繁殖牛と一緒で横ばい状態です。平

成23年度の出荷が4000頭で、平成24年度は4300頭ま

でふえましたが、平成25年度が今手元にありません
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が、横ばいという状況になっています。ブランドに

つきましては、石垣牛ブランド、本部牛ブランドと

いうブランドがありますが、実は沖縄県では美味

（まーさん）ブランドということで、牛だけではな

く、沖縄県産の食肉を一つの美味（まーさん）ブラ

ンド、県産食肉で売り出すということで、公益財団

法人沖縄県畜産振興公社が商標登録もされておりま

すので、沖縄県全体の食肉のブランドを底上げして

いく予定です。

市場に出回っている豚にも触れま○翁長政俊委員

すが、アグー豚や、さらにはブランド牛と言われる

のものが、市場にあふれているものと生産高とのバ

ランスがうまくとれているのかと思って―正直なと

ころ、僕は懐疑的な目で見ているのですよ。もう少

しその辺のチェック体制を含めて、しっかりとした

管理体制、標識番号をつけるやつ。ああいったもの

を含めて、しっかりとした体制が必要だろうと思う

のですが、どうでしょうか。

今おっしゃったトレーサビ○安里左知子畜産課長

リティーという個体識別の話だと思います。牛の個

体識別はもう確立しておりまして、今、豚につきま

しては個体識別の開発を事業でやっているところで

。 、 、 、す 頭数の確保につきましては 養豚 肉用牛とも

先ほど農林水産部長からお話がありましたとおり減

少しておりますので、両方につきまして―まず、豚

につきましては、昨年沖縄アイランドという産子数

の多い、そして増体量の多い豚を開発することがで

きましたので、これを活用して農家に普及するとい

うことで、飼養頭数の底上げを図りたいと考えてお

ります。肉用牛につきましては１頭増頭運動ととも

に、優良遺伝繁殖素牛保留事業ということで保留し

た農家に補助金を出すとか、あと導入事業も行って

おりまして、そういうもので素牛の確保も図ってい

るところです。

畜産については要するにいろいろ○翁長政俊委員

な事業を入れているのですが、農林水産物流通条件

不利性解消事業においても、私が皆さんから聞いた

、 、範囲の中では 牛肉においては海外が４トンですか

豚肉が海外に10トン。これは沖縄県外はどうなって

いるのですか。いわゆる海外を除いた沖縄県外の出

荷トン数みたいなものは把握されているのですか。

海外の輸出のほかに、沖縄○安里左知子畜産課長

県外移出が総計で年間、平成24年が7700トンぐらい

沖縄県外にも移出されております。

豚も、牛肉もみんな合わせてです○翁長政俊委員

か。

これは豚肉だけです。○安里左知子畜産課長

豚肉で7000……。○翁長政俊委員

7790トンです。○安里左知子畜産課長

牛肉は。○翁長政俊委員

済みません。今、牛肉の数○安里左知子畜産課長

量が手元になくて、後でお調べいたします。

わかりました。いずれにしろ、海○翁長政俊委員

外向けの強化を行おうということで、事業展開、新

規で皆さん方、事業を入れたりしているのですが、

問題なのは生産自体も数値目標をきちんとつくって

いかないと、海外に出そうにも出るものがない。特

に沖縄県の場合は、繁殖牛はかなり力を入れている

のですが、肥育牛ということになると非常に厳しい

現状にあると私は認識しています。肥育牛でどれぐ

らい飼っておられますか、沖縄県内で。

現在、肥育牛の飼養頭数は○安里左知子畜産課長

6368頭です。平成33年度目標が１万4000頭と考えて

おります。

この中には経産牛も入っているの○翁長政俊委員

ですか。

今の肥育目標１万4000頭は○安里左知子畜産課長

沖縄県内で生産された牛の肥育とおおむね考えてお

ります。

これはきちんと種別しないと。肥○翁長政俊委員

育牛というものは、あくまでも肉用の牛を育てると

いう意味なのですよ。経産牛をこの中に入れると、

経産牛は繁殖を終わった老廃牛という位置づけに

なっていて、これがある意味ではブランド牛となり

得るかということになると違うのではないかと私は

思っているのですが、実態はどうなのですか。

純粋に肥育ではなく 今おっ○安里左知子畜産課長 、

しゃっておられた繁殖を行った牛の肥育を一産取り

肥育と表現しますが、これにつきましては今、昨年

度整理しましたＪＡおきなわミートパーツセンター

においてブロック肉として加工しまして、肥育牛と

いうよりも……。沖縄県のＪＡおきなわミートパー

、ツセンターでブロック加工して出荷しておりますが

先ほど申し上げました１万4000トンの中には老廃牛

から産出する頭数は入っておりません。

老廃牛は入っていない。○翁長政俊委員

入っていないです。○安里左知子畜産課長

これは明確にしてよ。なぜかとい○翁長政俊委員

うと、肥育牛の生産が農家の負担が大きいというこ

とで、そういう意味では肥育牛の農家が育たないと

いう現状がある。そこの部分にもう少し手厚い農業

支援の体制をやることが、ひとつ大事だろうと思っ
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ています。今言う経産牛については経産牛で、沖縄

県内で流通する分には構わないのですが、いずれに

しろ、老廃牛についても出荷体制をきちんと確立し

ていく必要があるだろうと思っています。前までは

二、三万円したのが、今は30万円とか40万円してい

るらしいね。実態はどうなのですか。

今、本当に高いときは30万○安里左知子畜産課長

円、少し安くても10万円ぐらいで引き取られていま

す。前は、おっしゃっていたとおり５万円ぐらいの

取引でした。

そういう生産体制の中にあって、○翁長政俊委員

先ほどから出ているように流通の問題ですよ。流通

がどうなっているかというと、石垣市の皆さん方は

海外向けのものを集めると言っているのですが、実

際そういう体制でよろしいのですか。沖縄県で海外

向けに出す施設が石垣市のみにしかない。沖縄県食

肉センターはマカオにしか出せないという体制で、

ブランド化を含めて、沖縄県の食肉の海外展開の具

体的な絵が描けるのですか。これは農林水産部長だ

よ。

先ほど畜産課長から石垣市○山城毅農林水産部長

の株式会社八重山食肉センター、海外向けの機能を

持った食肉センターができていますので、当面はそ

こも使えるわけですから。ただ、我々は、肥育牛も

今の頭数から１万4000頭まで将来的には拡大してい

くという計画を持っていますので、その拡大をして

いきながら 沖縄本島の株式会社沖縄県食肉センター、

の活用も今後、長期的には必要になってくるかと思

います。当面は今ある施設を、できている施設を有

効に活用していく必要があると思っています。

ある施設を使うのは大事なことな○翁長政俊委員

のですが 設備投資が大変だということでちゅうちょ、

するのではなくて、沖縄本島内にもつくるべきです

よ、これは。繁殖牛をふやしていくという目標があ

るのであれば、そういったもの、ハード部門をきち

んと整備する。これをやらなくして、かけ声だけか

けてもだめですよ。農林水産部長、ここはどうなの

ですか。

確かに生産量に応じて、そ○山城毅農林水産部長

れが処理できる能力の施設が必要になってきますの

で、それについては出荷団体も含めて、これからま

た議論して、将来性についてどうあるべきかという

ところを整理していきたいと思います。

これは、近々ＴＰＰが来るのです○翁長政俊委員

よ。関税38％をゼロにしろ、限りなくゼロにしろと

いう交渉が今始まっているのですよ。多分牛肉はこ

れから外れるのではないか、豚肉も含めてという議

論が出ている中で、海外向けの戦いをやろうという

のに、こういうハード、施設がないという話になる

と、根本の認識が間違っているのですよ。農林水産

部長、そこをきちんと政策的な課題としてやらない

限り、これはよくなりませんよ。もう一度しっかり

と答弁できませんか。

海外向けの輸出については○山城毅農林水産部長

我々もこれから力を入れてやっていこうと考えてお

りますので、生産量に応じて必要な株式会社沖縄県

食肉センターのＨＡＣＣＰ化というか、機能高度化

については団体としっかり連携しながら今後取り組

んでいきたいと思います。

質疑を少し変えますが、今、国が○翁長政俊委員

推進しようとしている国家戦略特区構想があります

よね。その中に規制緩和の部分で、農業分野に関す

、 。る点が２点あるのですが それは承知していますか

農地の流動化の課題と法人化の問題ですよ。農業法

人の構成を緩和する、規制緩和ですよ。この２つで

すよ。これをどのように認識して、どのようにやろ

うと考えているのか。

国の特区の沖縄県でのメ○山城毅農林水産部長

リットがどうなのかというところについて、その現

状からして、まだメリットを享受できるというとこ

ろまで、我々はまだ確認できていない実態がござい

ます。そういう意味で今回、手を挙げるとか云々と

いうものはやっていない状況でございます。

各部局を含めて、横断的に議論さ○翁長政俊委員

れているのですか。特に農業法人の土地の流動化の

問題について、先日、農地中間管理機構の議題が出

ましたよね。これとリンクするのですが、国家戦略

特区の中にもこれが組み込まれていて、これがどう

いう形になっていくのかを含めて、国は相当やる気

なのですよ。沖縄県はこのメリットを享受できると

いう認識には立っていないのですか。

まだ具体的にこのようにや○山城毅農林水産部長

ろうというところはないのですが、ただ、沖縄総合

事務局を通して意見交換をしながら、その状況につ

いてもう少ししっかり把握しながらやって、今のと

ころ我々も概略しか把握していないので、もう少し

意見交換しながらやっていきたいと思います。

、 、○翁長政俊委員 最後に 同じ特区構想なのですが

農業法人の農業従事者が過半数から、１人以上の農

業従事者がいればいいという規制緩和になるのです

が、これはある意味では企業が農業法人、いわゆる

農業に参入する一つの大きな規制緩和だと思うので
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す。ここの部分は農業団体と話されたことはありま

すか。

農林水産部長でなくても、わかっている人が答え

ていいのではないですか。

今、御質疑のありました点○仲村剛農政経済課長

は、先ほど来、特区構想について各県に意見照会が

なされているところでございまして、沖縄県につい

ても今、沖縄農業会議等と意見を交換しながら今後

の整備方針について検討しているところでございま

す。

、○翁長政俊委員 先ほどの農林水産部長の答弁では

特区構想について沖縄県としては、要するにエント

リーしないということで決まったのですか。ここを

明確にしてくれませんか。

概略しか聞いていなかった○山城毅農林水産部長

ものですから、その中ではどうなのかということで

の立場で、今言ったとおり、中身をもう少し吟味し

ながら、検討しながらやっていくということでござ

います。

エントリーは今月いっぱいだよ。○翁長政俊委員

もう時間を過ぎているけれども。

新垣哲司委員。○上原章委員長

平成26年度主要事業についてお聞○新垣哲司委員

きしたいのですが、鳥獣被害防止総合対策事業につ

いてどうなっていますか。

鳥獣被害防止総合対策事業○西村真営農支援課長

につきまして、平成26年度で組みかえで新規という

ことで要求しております。事業の内容につきまして

は、市町村の協議会が主体となりました捕獲活動や

侵入防止柵等の設置、２つ目として、カラス、キジ

等の捕獲活動に対する市町村への捕獲頭数に応じた

助成、３番目に県が実施します捕獲等の研修会の開

催などとなっております。

鳥獣というものは、中南部と北部○新垣哲司委員

と離島とも違ってくるのですよ。主にどういう鳥獣

が―中南部、離島、北部を含めて名称を言ってくれ

ませんか。名前を。

平成24年度の被害金額が約○西村真営農支援課長

２億1200万円になっておりますが、そのうち北部地

域が１億2800万円ということで一番多くなっており

ます。種類ごとに申しますと、カラスが6300万円程

度、シロガシラが714万円程度、ヒヨドリが580万円

程度、キジも570万円程度となっております。獣類、

けものにつきましては、イノシシが3400万円、コウ

モリが3500万円などとなっております。

一番の被害はカラスですね。今、○新垣哲司委員

どういう対策をしていますか。

カラスにつきましては、先○西村真営農支援課長

ほど申しました捕獲活動、平成25年度の補正予算か

らスタートしました捕獲活動に対する市町村への助

成 そして被害防止施設 果樹園等に対する防止ネッ、 、

トの設置などを実施しているところでございます。

カラスは非常に頭がよくて、置い○新垣哲司委員

ておいた弁当まで食べるぐらいで、捕獲といっても

非常に厳しいのですよ。最近のテレビで見たのです

が、タカとか、ワシとかを訓練して、カラスをとる

というようなことで８羽ぐらいとったときのを見た

のですが、ああ、すばらしいものだなと思って。沖

縄県としてはこのような考え方を今まで持っていま

せんか。

沖縄県内におきましてはま○西村真営農支援課長

だ実施しておりません。

都道府県の情報としてはどうです○新垣哲司委員

か。こういうカラスの退治。

、 、○西村真営農支援課長 他府県におきましては 今

聞いている範囲ですが、主に鳥獣害で被害が大きい

のは、イノシシですとか、鹿とか、猿というけもの

の被害が非常に大きいということです。カラスにつ

きましては、そういう状況が入っていない状況でご

ざいます。

一番大きいのはカラス、南部では○新垣哲司委員

タイワンシロガシラも厄介者で、方言ではバッタイ

をつけて、一旦入ったら出られないようにやってい

、 。るのですが もう繁殖が多くて困っているのですね

だから 私が今言うタカとか ワシとかの調教をしっ、 、

かりやれば、もう二度と来ないようですよ。カラス

なんかも。このような考えも、都道府県のことも勘

案して、ぜひ検討していただきたいと思っておりま

す。今後の事業取り組みとして、どのように取り組

んでいくかということも含めて……。

今、委員からお話があった○西村真営農支援課長

点につきまして、今後勉強していきたいと思ってお

ります。また、今後の対策といたしましては、基本

的に数がふえており、被害が出てくるという認識を

しておりますので、やはり集中的にまず捕獲をいた

、 。 、しまして 数をある一定程度減らしていく その後

そのままにしておくとまたふえますので―ふえない

ような対策として、一番大きいのは餌をいかになく

すかということですので、餌場対策。今現在、そう

いったものを効果的にやるために、沖縄県で調査事

業をやっているところでございます。そういったも

のの成果を踏まえながら、今後、総合的に取り組ん
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でいきたいと考えております。

農家のレタスとか、いろいろな防○新垣哲司委員

鳥ネットを張ってやっているのですが、あの対策も

大変な費用がかかるのですよ。そういうことで、工

夫して、ぜひこういう鳥獣については皆さんが先頭

になって頑張っていただきたいということを要望し

ておきます。

次に、マグロの産地ＯＫＩＮＡＷＡ認知度向上化

事業について説明してください。

本県近海はマグロの好漁場と○新里勝也水産課長

なっておりまして、沖縄県内にマグロ漁船が多数来

ているところですが、そのマグロが泊漁港、そして

糸満漁港に水揚げされて、一つの基地となっており

ます。漁場も近いものですから、冷凍しない生鮮の

マグロということが大きな特徴でございます。全国

的に見ても生鮮マグロの水揚げ量というものは、千

葉県、宮城県に次いで全国３位となっております。

ただ、この生鮮マグロというものが沖縄県民にもま

だなかなか認知されていなくて、その認知度を向上

させようという目標に向かって、この事業を今回予

定しているところでございます。

この事業の狙いですね。今後どう○新垣哲司委員

いう形で進めていくのか。

生鮮マグロというものをもう○新里勝也水産課長

少し広めていこうと考えているのですが、これまで

生産者、そして流通業者とも一緒に、沖縄美ら海ま

ぐろというネーミングをつけて、ブランド化に取り

組んできたところでございますが、今回、さらにこ

の品質基準を数値化しようと。例えば、少し鮮度が

悪くなるとにおいが出てくるのですが、それはにお

いセンサーというちょっとした機械で数値をはかっ

て、その数値が余り大きくないものを線を引いて一

つの基準として、さらに説得力のあるブランド化に

しようということで、今回この事業で取り組んでい

くこととしております。

漁獲高はどうなっていますか。○新垣哲司委員

今、最新の漁業統計、平成24○新里勝也水産課長

年度が沖縄総合事務局から発表されておりますが、

マグロの生産量としまして合計で8755トン、生産額

にしまして約60億円となっております。これは沖縄

県内の魚種の中で６割程度を占める重要な水産物と

なっております。

今、水産庁としても、漁獲高が少○新垣哲司委員

、 、なくなって 小さいものまでみんなとってしまって

これは規制しなくてはならないということを言われ

ています。規制された場合、漁業に従事する皆さん

は大変だな。国は６年ぐらいかけて規制をするとい

う考えを持っているようなのですよ。その辺の沖縄

県内の漁業の対策はどうなっていますか。

先日、水産庁から発表されま○新里勝也水産課長

した北太平洋海域のクロマグロの生息数を回復する

ためにということで、３歳以下のクロマグロの漁獲

量を半分に削減するということが発表されておりま

す。沖縄県内漁業への影響についてですが、そもそ

もクロマグロの制限の仕方として、小さい―３歳以

下の子供のマグロをとり過ぎているという評価がご

ざいまして、これは太平洋でのまき網とか、あるい

は長崎県周辺の養殖用の飼料として小さいものをと

る漁業があるのですが、そういう小さいクロマグロ

をとるなという趣旨でございます。本県の周辺でク

ロマグロの漁獲がありますが、本県周辺はクロマグ

ロの産卵場となっておりまして、３歳以下のそうい

う小さなクロマグロはいないのです。産卵して、卵

からふ化して、北に流れていってということでござ

いますので、本県のマグロ漁業をやっている方々が

３歳以下のクロマグロをとっているという実態はな

いと聞いております。したがいまして、沖縄県内に

ついては、漁業への影響はないのではないかと考え

ています。

沖縄県内にそのような影響がなけ○新垣哲司委員

れば大変いいことですが、国としては規制を打ち上

げていくようなことがあって、この情報とか、漁業

者一般への情報提供はしっかりやっていただきたい

と思っております。

最後になりますが、具体的な今後の対策について

どうしますか。

マグロを取り巻く環境につき○新里勝也水産課長

ましては、昨年からお騒がせした日台漁業問題等も

ございまして、マグロ漁業も厳しい経営状況になっ

。 、ております その中で今回の取り組みとしましては

沖縄県の売りである鮮度のいいマグロということで

ＰＲして、消費拡大を図って、少しでもマグロ漁業

経営に役に立つようにということで、業界と一緒に

なって取り組んでいこうと考えているところでござ

います。

次に、琉球石灰岩地域排水対策検○新垣哲司委員

討事業について、この事業の目的は何ですか。

沖縄本島南部と宮古島○新城治村づくり計画課長

ですが、琉球石灰岩地域においては、地形、地質条

件から河川が発達しにくい状況となっております。

そのため、雨水排水においては主に鍾乳洞―ドリー

ネにおいて、地下の空洞を利用して排水する条件と
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なっております。しかし、そのようなドリーネ等が

、 、近年 土砂やごみの流入によって排水能力の低下や

また、周辺環境―アスファルト舗装がふえたことに

よって雨水の流出量の増加、それとまた、近年異常

な豪雨が多く発生する状況になって、冠水被害が多

く発生する状況となっております。このような地域

において、直接河川や海域に排水路を設けることが

一番効果的なのですが、特に琉球石灰岩地域におい

ては地形、地質条件から、地下構造が複雑であるた

め、その最適なルートを細密に、詳細に調査する必

要があると考えております。

このようなことから、沖縄振興特別推進交付金を

活用して、地下の空洞の詳細な調査を行うことによ

り、湛水地域全体における排水メカニズムを把握す

ることで、効率的かつ効果的な排水対策の検討を本

事業では実施することとしております。

初めて予算をつけていただいて、○新垣哲司委員

大変感謝はしていますよ。しかし、これは糸満の地

域になっているのですよね。特に暴風雨あるいは冠

水地域の場所です これは正直言ってもう30年から50。

年おくれている、その前にやるべき事業なのだよ、

本来は。県道が冠水して、バスも通らない、車も通

らない、こういう地帯なのですよ。しかし、ある意

味ではこのように事業費をつけていただいたからい

いものの、早目にやりたいというのは私も同感です

が 農林水産部長もこの地域で生まれて 部落で育っ、 、

た方ですから一番感じていると思うのですよ。その

所見を少し聞かせてください。

今、委員おっしゃったとお○山城毅農林水産部長

り、真壁地区、真栄平地区が大雨によって冠水して

いるという実態があって、我々はそれを早急に改善

するために、真栄平地区については水質保全事業の

中で貯水池の拡大と、少し上の流水のところの貯水

池の拡大ということを今鋭意進めておりますので、

これで何とかある程度の改善策を図りながら、抜本

的な対策に向けて今回予算要求して、地下の鍾乳洞

の状況を調査しますので、そういう結果を踏まえて

次の対策をとっていきたい、段階を踏んでやってい

きたい。それについても早急に、地域にとっては早

目に解決するという強い要望がございますので、そ

れに沿うようにしっかりと予算づけしながらやって

いきたいなと考えております。

この件については、以前にも沖縄○新垣哲司委員

。県は調査したことがあると私は聞いているのですよ

例えば、渇水したときの水の流れ、水に青あるいは

赤とかをつけて、この水がどこに流れていくか追っ

てみたら、ほとんど大度浜や、あるいは米須が多い

と言われて、事業を達成するためには、トンネルみ

たいにやった場合には一気に赤土が流れて海を汚す

ということで、従来よりずっとこの議論ばかり聞い

て、最近はこれではもういけないということで、貯

。水機能のため池をつくろうとなっているわけですよ

その事業との関連もあるのですか、この事業は。

今、委員の御指摘のと○新城治村づくり計画課長

おり、真栄平南地区においては、貯水容量が14万ト

ンの貯水池、調整池を建設中です。平成25年度に着

工する予定となっています。それとあわせて、真壁

地区に関しては、平成26年度の新規事業として調整

池―29万トンの結構大きな貯水池をつくって、一時

的に雨水をためて、ためた水をドリーネの処理能力

に合わせて排水していく計画となっております。

調整池もやはり大幅なものをしな○新垣哲司委員

くては、あれだけの流量はなかなか厳しいものがあ

ると思うのですよ。僕が先輩方から聞いてみたら、

、 、 、農薬の袋とか あるいはまた 枯れ木が流れ込んで

途中で詰まっているというようなことが、専門家に

言わせると大きな原因のようなのですよ。琉球石灰

岩地域排水対策検討事業において、このような調査

もやる予定ですか、どうですか。

現在のドリーネの鍾乳○新城治村づくり計画課長

洞の排水能力に応じた調整池の建設を今進めている

のですが、将来ごみとか土砂の流入によって処理能

力の低下が予想されます。またあわせて、最近、先

ほども話したように異常降雨で雨の降り方も変わっ

ています。そういう状況に対応できるような排水路

の調査検討を今後進めていく予定としております。

これはもう地域の皆さんの昔から○新垣哲司委員

の悲願ですから、山城農林水産部長は地域から出た

農林水産部長ですから、いる間に早目に事業着手す

るように頑張っていただきたいと思います。その決

意をどうぞ。

そういう意味では、平成26○山城毅農林水産部長

年度調査事業もとりましたので、しっかりと調査を

進めて、その結果を踏まえて、早目に次の対策を現

実的なものとして捉えられるようにしっかりと取り

組んでいきたいと考えております。

休憩します。○上原章委員長

午前11時45分休憩

午後１時23分再開

再開いたします。○上原章委員長

午前に引き続き、質疑を行います。

崎山嗣幸委員。
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まずは、新年度予算でマグロ・カ○崎山嗣幸委員

ジキ類漁場開発事業が新規事業として3000万円余り

組まれておりますが、その目的と内容の概略の説明

をお願いしましょうか。

マグロとカジキの移○泉強農林水産総務課副参事

動とか、経路とか、水深のデータを記録される標識

をマグロに装着いたしまして、その移動経路を把握

するということ。もう一つは海洋調査船図南丸等を

、 、利用しまして そちらの観測データと突合しまして

マグロ、カジキの好漁場予測システムといったもの

を開発して、漁業者に提供して、燃費の節減とか漁

獲量がふえるようなことを目的に事業を行うもので

ございます。

、 、○崎山嗣幸委員 この内容を見ると 漁場というか

久米島西方にマグロが集中しているので、南方に展

開、漁場の探索に行くという話なので、今の日台漁

業取り決めの関係も含めて影響を受けたものが若干

回復するということも含めて目指しているのか。あ

るいは午前の話にもあったのですが、平成24年度と

平成23年度 平成24年度が164億円 平成23年度が147。 、

億円で２年連続漁獲高が上がっているということを

聞いたのですが、マグロは約６割ぐらいということ

で、果たして平成25年度の日台漁業取り決めによる

影響で、この水域内における影響はどれだけマイナ

、 。スになっているのかどうか 予測できるのかどうか

そして今言われている新規事業を含めて、皆さんの

展望がどうなのかということを聞こうと思っていま

す。

今、委員おっしゃった平成24○新里勝也水産課長

年度の生産量、生産額については前年度に比べて少

し回復しているところでございます。平成25年度に

ついては日台漁業取り決めの影響というところで我

々も注視しているところでございますが、漁業の統

計が漁場別に統計としてなかなか集計できていない

ことから、この取り決めの影響、特に久米島の西、

先島の北側の漁場における生産量の動向をつかまえ

たいということで今、一生懸命模索しているところ

ですが、現時点ではなかなか評価できていないとこ

ろです。それで今回のマグロ・カジキ類漁場開発事

業も、今後、南のほうの漁場を開発して影響を緩和

しようということもあるのですが、それもやりなが

ら並行して今、日台漁業基金の中で、各漁船にＧＰ

Ｓ等位置がわかる機器を設置してもらって、漁場ご

とに水揚げ量、額を情報収集して、評価できるよう

なシステムができないかということを今、業界と議

論しているところでございます。それをやって、沖

縄県水産海洋技術センターで情報を管理して、日台

漁業取り決めに関する影響を分析しながら、今後の

対策にも参考にしていければということを今検討し

ているところでございます。

先ほどもらった資料、漁業基金100○崎山嗣幸委員

億円の件でありますが、２月補正をして、沖縄県漁

業振興基金に計上されて運用をスタートするという

ことであります。これは漁業者にとって特に何がメ

リットというのか、重要な箇所なのか。漁具被害な

どもあったのですが、当初の年度はどれぐらい活用

されることを想定されるのかということを聞かせて

もらいたい。

具体的な中身に入る前に、○山城毅農林水産部長

私から今回の日台の漁業基金100億円につきまして

は、昨年の10月11日に県議会において、日台漁業取

り決め等における政府の責任において農林水産業振

興基金を設置するということで意見書を出していた

だいたということで、議会と行政が一体となって、

こういう100億円という日台漁業基金が設置されたの

かと。我々も非常に助かった面があると感じており

ますので、また議会と一緒になって、連携して取り

組めればと思います。そういう意味で、これをまた

有効に、しっかり活用していきたいと思っておりま

す。中身については、水産課長からもう少し詳しく

説明していただきたいと思います。

では、お配りの２枚の資料を○新里勝也水産課長

もとに説明させていただきたいと思います。

沖縄漁業基金事業については、国で予算措置して

いるものでございます。狙いとしては、上の四角に

書いてございますが、外国漁船により影響を受けて

いる沖縄県の漁業者の経営安定、被害救済対策の基

金による助成ということにされております。左側の

黄色い四角がございますが、大きく３つの柱がござ

いまして、まず１つ目に、沖縄の漁場を外国漁船か

ら守るということで、４つのポツがございますが、

外国漁船の操業状況調査、監視、そして外国漁船に

、 。よる漁具 施設被害の復旧支援等となっております

２つ目に、左の黄色の四角ですが、沖縄県の漁業

収益力を高めるということで、沖縄水産物の流通促

進及び消費の拡大に必要な取り組みへの支援という

内容です。

３つ目に、沖縄の美しい海を残すということで、

海岸清掃等の活動への支援という大きな３つの柱が

ございます。補助率は定額と２分の１以内、３分の

２以内となっていますが、定額というものは100％補

助という理解で聞いております。これはメニューに
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よって補助率が決まっています。２枚目に詳しいこ

とを書いていますが、事業実施主体は民間団体等と

書いていますが、今回の場合は、公益財団法人沖縄

県漁業振興基金というところに、もう既に設置され

てございます。

流れですが、交付先としまして、国から民間団体

、 、である法人に設置されまして それを漁業協同組合

あるいは漁業者に直で流れていくという仕組みに

なっております。効果としまして、右側に行きまし

て、資源回復による漁場拡大、漁獲量の増加、経営

の安定を狙いとしているところでございます。漁業

者が一番関心のあるところは 実際漁具の被害に遭っ、

たとか操業を自粛するような状況があるのですが、

４月からクロマグロ漁が始まるのに備えて事前に漁

具一式、マグロはえ縄の場合、四、五百万円ぐらい

するらしいのですが、それを前もって用意しておい

て 万が一で沖で漁具被害に遭った際には 港に戻っ、 、

てきて漁具を積み直して、すぐ操業が再開できるよ

うなことを狙いとして、こういうメニューを今用意

してございます。

そして、そういうトラブルが発生したときの緊急

対応としまして、通信機器等、船舶電話とか、ある

いは先ほど申し上げた衛星位置システム等も含めた

機器を各船に積んでもらって、お互いの連絡のとり

合い、あるいは先ほど申し上げた今後の漁獲統計の

整備というものにも活用していければと考えてござ

います。

具体的には、２枚目にメニューごとの補助率を少

し書いていますが、大きく言いまして、１番の台湾

漁船等対策が今申し上げた漁具被害等のメニューに

なっております。これはほぼもう定額となっていま

すので、100％の補助率で支援する。

、２番はどちらかというと前向きなメニューでして

流通促進ということで消費拡大対策を行う取り組み

に対して補助率２分の１で支援します。(2)では施設

整備等の借り入れに対して利子補給する、あるいは

その借り入れに対して②保証料も助成します。

(3)は共済金の掛金に対しても助成します。事故等

によって年間の収入が減った場合、共済に入ってい

る方はその収入が補塡されることになりますが、掛

金が高くて、なかなか入れない方もいらっしゃるの

、 。で それに対する支援を行うこととなっております

４番目は再編整備となっていますが、万が一、も

うマグロ漁業をやめるとか、あるいはほかの魚種に

転換するとかいう方に対する支援として、このメ

ニューも入っています。

５番は、どうしても沖に出られない場合に、陸で

何らかの活動をしたいという漁業者に対して、海岸

清掃等を行った方には、これも定額で支援します。

最後は一般管理費ですが、実施主体であります公

益財団法人に経費が相当発生しますので、その分の

人件費を含めた準備金もこの中に計上されてござい

ます。

以上が基金の内容等になっております。

今、説明がありましたように、あ○崎山嗣幸委員

くまで被害者救済の対策基金であるならば、根本的

には、やはり失われた漁場を取り戻すことによって

漁獲高が回復するという方向にいくと思うのです。

これで徹底議論したからということで、本来要請を

しているような漁場の回復を含めて、ルールの合意

も含めて、まだ我々が言うとおりになっていないの

で、基本的なところを含めて、そこに全力を挙げて

いくという農林水産部長の決意を示してくれません

か。

今回、久米島西、特別協力○山城毅農林水産部長

水域と八重山の三角水域の一部が、合意によって沖

縄県側の操業ルールでできるようになったというこ

とはございますが、基本的には我々が当初から要請

しているように、その久米島西、八重山の三角水域

は見直していただきたいということが我々漁業者を

含めての要請事項でありますので、それについては

今後も力強く訴えていきたいと考えております。

最低限、今言われたように久米島○崎山嗣幸委員

西、八重山の三角水域の一部撤廃を含めて全力を挙

げるべきだと思っていますので、頑張ってもらいた

いと思います。

３点目でありますが、まず、沖縄県漁業調整規則

の目的と役割を教えてもらいたいと思います。

沖縄県漁業調整規則の目的○山城毅農林水産部長

でございますが、第１条に「この規則は、漁業法及

び水産資源保護法その他漁業に関する法令とあい

まって、沖縄県における水産資源の保護培養、漁業

取締りその他漁業調整を図り、併せて漁業秩序の確

立を期することを目的とする」とうたってございま

す。

特に農林水産部長がおっしゃった○崎山嗣幸委員

ように水産資源の保護培養、漁業秩序の確立をここ

では目的とすると私は受けとめているのですが、そ

の観点から聞こうと思っています。農林水産部長の

埋立承認申請に関する農林水産部の意見ということ

での見解を見させてもらいましたが、その中におけ

る埋め立てに伴う漁業資源の維持と漁業の生産力の
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拡大が皆さんの役割と目的だと思いますが、これら

。 、についてもお聞きしたと思います この見解の中で

農林水産部長が、埋立工事が伴うときには、岩礁破

砕をするときの許可、サンゴの特別採捕、サンゴを

とって移動するということについては許可が必要だ

ということで証言をしております。その場合、いろ

いろな問題があるときには不許可ということもあり

得るのかということをお聞きしたいのです。沖縄県

漁業調整規則なり。

これまでは、不許可にした○山城毅農林水産部長

という事例はございません。我々も申請書が来た時

点で、申請書を見て審査して、適正に判断していき

たいと考えております。

農林水産部長、沖縄県漁業調整規○崎山嗣幸委員

則の第21条の中に許可等をしない場合というものが

ありまして、これは適格性を有するものでない場合

とか、第３号の中で「漁業調整又は水産資源の保護

」 、培養上必要があると認める場合 云々とありますが

これが漁業資源、漁業振興上問題があるとする場合

は許可しないということもあり得るということで、

この項目はどのようなものなのですか。これは埋め

立てによる漁場破壊も影響する項目なのですか。許

可等をしない場合というものが沖縄県漁業調整規則

の第21条にありますよね。

同規則第21条で許可等をしな○新里勝也水産課長

い場合を定めてございます。これは「申請者が次条

に規定する適格性を有するものでない場合」ですと

か、あるいは「その申請に係る漁業と同種の漁業の

許可の不当な集中に至るおそれがある場合」とか、

書いていますが、平たくいいますと……。

不許可の場合、どのような場合か○崎山嗣幸委員

ということ。

ここで言う許可とは岩礁破砕○新里勝也水産課長

の許可だけではなくて、漁業の許可。沖縄県漁業調

整規則に定める許可とは、大きな船が一本釣り漁業

をやるときとか、あるいは規制されている漁業をや

るときとか、いろいろな許可がございまして、その

許可全体を捉えて、第21条では、申請者の適格性と

か、そういうものを審査して許可しない場合という

ものをここで定めているということでございます。

岩礁破砕許可だけに限定して許可をしない場合とい

うことではないということで御理解いただきたいと

思います。

その項目は、岩礁破砕も、サンゴ○崎山嗣幸委員

の移植も包含されますか。この第21条の不許可等に

ついては私が聞いている２つの許可も包含されます

か。あくまでこれは漁業者の観点だけなのか。

この第21条は、岩礁破砕は含○新里勝也水産課長

まれておりません。漁業の許可だけの項目というこ

とでございます。

わかりました。では、この項目は○崎山嗣幸委員

２つの許可のことについては関係していないという

ことですね。

では、この岩礁破砕とサンゴの特別採捕の許可の

ときの不許可の場合なのですが、どのような場合に

不許可になりますか。どのようなことをしたときに

皆さんは不許可にするのですか。

今の沖縄県漁業調整規則第39○新里勝也水産課長

条第２項の規定によりまして、当該許可の申請に当

たっては漁業権者の同意書を添付しなければならな

いということになっております。例えば、同意を得

られていないということ等がございました際には、

許可されないということになります。

この項目に同意書が添付になって○崎山嗣幸委員

いることは私もわかるのですが、先ほどから言って

いるように沖縄県漁業調整規則、水産資源保護法、

両方合わせて、資源が破壊されたりするときの問題

は、この２つの事例の中に入っていると思うのです

が。では、漁業協同組合の同意があったとしても、

不許可ということはあり得ないのですか。

岩礁破砕許可については、申○新里勝也水産課長

請書の中に、漁業権者の同意書ですとか、あるいは

位置図、工事内容、工事の概要がわかる書類等の提

、 、出を受けまして 最終的に我々も審査としましては

当該漁業権漁場における漁業への影響の度合い。先

ほどの漁業法、水産資源保護法もそうですが、当該

地域で行われている漁業が、この行為によってどの

程度の影響を受けるのかというところで審査するこ

とになると考えております。

休憩中に話したのですが、ボーリ○崎山嗣幸委員

ング調査とか 進入路等工事 海上ヤードとかによっ、 、

て海のいろいろな魚の藻場とか、あるいはサンゴの

破壊とか、潮流の変化とか、堆砂など地形変化が起

こる場合については不許可の対象になりますよね。

不許可というか、そういう審査基準に該当するので

はないですか。

我々の審査の視点というもの○新里勝也水産課長

は、先ほど申し上げましたように漁業への影響とい

うところでの審査になろうかと考えています。地形

の変化、環境の変化等が想定されるのですが、それ

が漁業にどの程度影響を与えるかというところが判

断の基準になろうかと考えています。
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このことは審査の対象になるので○崎山嗣幸委員

はないかと思いますが、先ほど聞いたように、漁業

法、沖縄県漁業調整規則、水産資源保護法は、おっ

しゃるように資源の培養というか、守るというもの

があると思うのだが、その立場から、このことは無

視できないからこそ、申請をして許可することを求

めているわけ。岩礁破砕、サンゴの移植、自然を壊

してはなりませんということを自然保護法なり、水

産資源保護法なりが定めていると私は理解している

わけ。だから、皆さん、これは許可をとりなさいと

言っているわけ。だから、それを無条件に漁業権者

の同意があればいいかということに私は疑問がある

ものだから―皆さんの責務としては水産資源を守る

。 、役割ではないですかと聞いているわけです だから

そういう事例が起こったものも審査の対象にしない

といけないのではないですかと私は聞いているわけ

です。壊されて、目をつむるわけにはいかないので

はないですかと聞いているわけ。審査の対象にする

とか、していないとかでいいですよ。

水産資源保護法施行規則とい○新里勝也水産課長

うものがございますが、この第１条で水産動植物の

採捕等の禁止ということを定めてございます。これ

は漁業権漁場において、ウミガメですとか、貴重な

サメ類ですとか、そういうものをとってはいけない

という定めが水産資源保護法施行規則の第１条にあ

ります。環境ということももちろん間接的にはござ

いますが、あくまでも我々の審査の視点というもの

は、漁業に対してどの程度の影響が出るかというと

。ころをもとに審査に入ることになろうかと考えます

だから、これは影響するのではな○崎山嗣幸委員

。 。いですかと私は先ほど来言っているわけよ 漁業に

済みません。同じ御説明にな○新里勝也水産課長

りますが、影響は当然出ると想定しています。その

度合いですね。影響が漁業にどの程度あるのか、ど

の程度被害が出るのかというところがポイントにな

ろうかと考えています。

これは影響するから、許可、不許○崎山嗣幸委員

可の申請を出しているわけですよ。これは無理しな

くても、法律の定めによって皆さんは答弁したほう

がいいと思う。漁業に影響があるから、ここはどの

程度影響を受けるか、受けないかによって、皆さん

の審査対象なのですよ。これはやはりはっきりして

もらいたい。

進めますが、海砂も岩礁破砕の中で制限されてい

るのですが、埋め立ての土砂は８割は沖縄県外から

ということを言われているのです。沖縄県内から２

割とるならば、海砂をとるときの岩礁破砕と海砂、

皆さん、農林水産部長が答えていることに問題提起

しているので、ここはどこからとって、量は幾らな

のか。具体的なことを皆さんは掌握しているのです

か。

海砂の採取につきましては、○新里勝也水産課長

うちにも申請は当然上がってきまして、どこでどの

期間、どの程度の量ということで申請書が上がって

、 。きて それを審査した上で許可することになります

では、今の件は、農林水産部長が○崎山嗣幸委員

答弁したことについては全然わからない、どこから

とるかもわからない、時期もということで受けとめ

ていいのですか。農林水産部長が証言していますよ

ね。わからないということならわからないで、わか

らないでそうしゃべっているのか。

委員おっしゃる今の水産課の○新里勝也水産課長

、意見の中で入っています岩礁破砕許可が必要ですよ

埋め立てに使用する海砂を採取する場合は許可が必

要ですよという内容ですが、これはそういう行為を

する場合は許可が必要ですよということを意見とし

て言っているということでございます。

では、具体的にその場所における○崎山嗣幸委員

漁業権の問題と、皆さん、漁場内への影響を懸念す

るということを表明しているものだから、ここは懸

念はないのですか。今、私が言ったところについて

は、海砂については。

委員おっしゃるように、ここ○新里勝也水産課長

というものが辺野古の海域と考えますと、その中に

おいては海砂をとるということはないと承知してい

ます。

わかりました。○崎山嗣幸委員

それから サンゴ礁保全再生事業を皆さんは平成24、

年度から平成28年度で計画していますね。

それで、環境部でサンゴ礁保全再生事業を取り組

んでいるようなのですが、埋め立てによって消滅す

る面積が報道では大体５％、6.9ヘクタールと言われ

ているのですが、これは水産資源上の影響というも

のはどの程度と想定し、支障がないと思っているの

か、支障が大きいと思っているのか、その辺は私が

言っている6.9ヘクタールのサンゴ礁の破壊も含めて

そうなのか。それから、影響―水産資源上支障があ

ると思っているのか、大したことはないと思ってい

るのか、その辺はいかがですか。

当該行為の影響というところ○新里勝也水産課長

、 。ですが 影響は少なからず出るものと考えられます

その影響の度合いを最小限に抑えられるよう配慮し
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てもらいたいということが水産課の意見でございま

す。

最後に、水産資源に影響がある場○崎山嗣幸委員

合については、万が一、不測の事態のときには、漁

業協同組合 漁業者 行政機関で相談することになっ、 、

ておりますが、この行政機関とは、地元の名護市の

ことを指しているのかどうかお聞きしたいのと、名

護市であるならば名護市が反対をすれば工事をス

トップするということなのですか。

不測の事態が生ずることを想○新里勝也水産課長

定しまして、通常、漁場汚染防止協定というものを

事業者と漁業権者との間で事前に結んでおきます。

その協定に基づいて不測の事態、起こった事象に関

係する行政機関、海上保安庁であったり、市町村で

あったり、あるいは我々県水産課も含めて、その起

こった事象に合わせて対応されるものと考えます。

。○崎山嗣幸委員 これは名護市ということでいいね

地元の市町とは。確認だけ。

それは 起こった場所 起こっ○新里勝也水産課長 、 、

。た内容によって関係者が決めていくものと考えます

聞いているのは名護市辺野古の申○崎山嗣幸委員

請だから、名護市でいいですねということです。こ

この場合は。

漁場ですので、その漁業権者○新里勝也水産課長

と協議しながら、その場所が名護市の管轄行政区域

であれば当然名護市になってくると考えます。

仲村未央委員。○上原章委員長

まず、農林水産物流通条件不利性○仲村未央委員

解消事業。平成24年度、平成25年度の実績を示して

いただけますか。交付団体数、補助額、出荷実績。

まず、平成24年度の実績○宜野座葵流通政策課長

から申し上げますと、平成24年度は交付団体が71団

体。これは事業実施期間が８月１日から平成25年の

３月31日までとなっています。補助額が12億4692万

5000円、出荷量につきましては２万2980トンとなっ

ております。平成25年度の実績を申し上げますと、

、平成25年度は４月１日からの適用になっていまして

、 、現在見込みではありますが 交付決定団体が111団体

補助予定額が27億1300万5000円となっております。

出荷トン数が５万8600トンとなっております。

平成24年度、平成25年度は、そも○仲村未央委員

そも実績をどのように評価するかという意味では、

目標値の設定はあったのでしょうか。

具体的な目標値というも○宜野座葵流通政策課長

のは設定はしていません。

そうなると、このような事業の皆○仲村未央委員

、 、さんのＰＤＣＡというものは 基本的に実績を見て

実績オーライというような評価の仕方になるのか。

そこら辺、出荷の実績、それに伴う予算化をする際

の評価の視点というものは、そもそもどこに設定を

されているのでしょうか。

予算の措置、ＰＤＣＡサ○宜野座葵流通政策課長

イクルについては基本的なトン数の目標を設定して

おりますが、それとあわせて、事業実施の成果にお

いてその目標を正確に確認といいますか、目標値に

設定していないといいますか……。

沖縄21世紀農林水産業振興計画において５年間の

生産量の目標がございますので、その目標の達成に

向けて農林水産物流通条件不利性解消事業が寄与す

るということで、目標設定するということにしてお

ります。

そうなると、その５年間の目標に○仲村未央委員

対して、平成24年度、平成25年度でどれぐらいの達

。成―平成25年度見込みも含めてですね―になるのか

それから、平成26年度予算化に当たって、その目標

に対して今、どれぐらいその実現に迫るというよう

な状況なのかを示していただけますか。

沖縄県外出荷のトン数は○宜野座葵流通政策課長

、 、確実にふえてきているのですが 生産量については

その統計的なものが年次的にずれを生じるものです

から、現在その生産量のチェックについては今後公

表される数値をもとに分析していくということにな

ろうかと思います。

直近のもので構わないのですよ。○仲村未央委員

どれぐらい今、到達実態にあるのか。これを実施す

、 、ることによって 沖縄県振興一括交付金を活用して

、 、農業生産を上げていく 沖縄県外出荷を上げていく

ひいては農業所得を上げていくという目標に向かっ

ているはずですので、その平成24年度、平成25年度

の達成ぐあいと平成26年度予算化に対しての達成目

標の設定を聞きたいと思っているので、現状でわか

る範囲でお答えいただけますか。

、○宜野座葵流通政策課長 生産量の把握については

天候だとか、そういったいろいろな要因が寄与しま

すので、今年度について、ただいま分析中というこ

とであります。

少なくとも、平成24年度、平成25○仲村未央委員

、 。 、年度 ２年度の実績 平成24年度は途中からですが

平成26年度の予算化について。今どういう達成ぐあ

い、目標に対してどこの位置にあるのだということ

をもって初めて予算化ということにつながろうかと

思いますが、今の答弁では全く不明なので、皆さん
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は一体どういう検証のシステムをとられているのか

ということが疑問です。

進みますが、まず、沖縄ブランドと言うときに、

沖縄ブランドということに対する定義というものを

皆さんはどのように持っていらっしゃるのでしょう

か。

沖縄県では、亜熱帯沖縄の○山城毅農林水産部長

イメージを用い、高品質かつ安全・安心な沖縄県産

の農林水産物で、消費者と生産者の双方にその価値

が認識、評価されているものと定義しています。

そうなると、高品質、安全・安心○仲村未央委員

というものを確認する手だて、どのように高品質、

安全・安心を確認されて出荷されているのか。

園芸の事例ですが、例え○島尻勝広園芸振興課長

ばマンゴーですと、豊見城市の光センサーをもって

品質、あるいは当然マンゴーについては品質とサイ

ズがありますが、品質については規格を持ってやっ

ております。例えばタンカンとか、そういうものに

ついても一定のセンサーを入れたり、品質と規格に

ついては消費者にとってそういう信頼できるような

形で、ＪＡ等を含めて出荷団体で対応しているとこ

ろです。

今ここで言っている品質のセン○仲村未央委員

サーによる確認項目というものは、具体的には何で

すか。

糖度等を中心にやってお○島尻勝広園芸振興課長

ります。

糖度はもう一番初歩的な確認であ○仲村未央委員

ろうかと思います。私は宮崎県でブランドに対して

どのように取り組んでいるのかということについて

調査を行ってきたわけですが、例えばまず、品質の

、 。安心・安全というときに 宮崎県の場合は残留農薬

この検査について約400種類を年間6000検体、それか

ら、２時間で、これがシステムとして宮崎県独自で

開発して、品質の安心・安全を証明するシステムを

とっているわけですよ。こういったことで、例えば

残留農薬一つとっても、安心・安全という消費者の

ニーズに対応する非常に明快な基準があるわけです

が、そこら辺沖縄県の農政はどうなっていますか。

宮崎県方式ということで、○山城毅農林水産部長

宮崎県が一挙に何百という農薬を分析できる機器を

開発して、先進県で取り組んでおります。我々もそ

れを参考にしながらやろうということで、そういう

分析器を導入しまして、これは沖縄県で使う前に沖

縄県農政でいろいろ品目ごとに調整しないといけな

いものですから、まずそれをつくり上げて、現在Ｊ

Ａの農村出荷場に分析機器をおいて出荷前の検査を

して、確認してから出荷する。これは一部プロトを

―全部するわけではないのですが、宮崎県でやって

いるような方法を採用しながら今現在、安全・安心

に向けた農薬残留が残らないようなシステムで動い

ているところでございます。

宮崎県方式はもう全国の最先端を○仲村未央委員

行っていて、向こうは特許みたいなものですので、

恐らくそれを学ぶといっても、独自で宮崎県が開発

しているものなので、簡単に沖縄県に取り入れると

いうことは非常に難しいと思うのです。あちらとの

関係で。それがひとつ課題かと思われるのと、高品

質という意味では、例えば機能性をどう評価するか

というシステムについても、向こうはピーマンとか

ゴーヤーの日照時間が長いことをもって、ただ日照

時間が長いですよという売り方ではなくて、例えば

ビタミンＣ、βカロチンなんかがほかの地域でとれ

た産物よりも、ゴーヤーでいえばビタミンＣが1.5倍

とか、βカロチンが2.1倍とか、これもまさに向こう

が具体的に品質を保証するというシステムをとって

ブランドの確立を明確にしているわけです。そこで

市場の差別化を図っていくということで非常に具体

的な取り組みがあるわけですが、今、沖縄県がおっ

しゃる沖縄ブランドの品質の確認は機能性の面から

はいかがですか。

沖縄県でも以前、特に島野○山城毅農林水産部長

菜ということで28品目、ナーベーラーとか、ニガナ

とか、パパイヤ、ゴーヤー等について、実は栄養成

分とか機能性がないかどうかというある程度昔から

言われているような栄養価値とかもありますので、

そういったものを調べ上げて、今、沖縄県のホーム

ページにそれを使ったレシピ、収穫時期、栄養成分

を含めて、誰でも見られるようなシステムをつくっ

ています。その中には、例えば、消費者や市場関係

者がそれを見て栄養成分一覧とか、収穫カレンダー

とかをダウンロードして、取り出して、自分で使え

るような仕組みを今ホームページに提示してござい

ます。ただ、そこにはまだ機能性の、例えば、この

前の長命草で、リーダーのほうで脂肪を分解する成

分があるとか言っているのもあるのですが、栄養成

分はこのぐらいあるというものをしっかり見られる

ようにしているということと、機能性を大事にする

、ということは我々も非常に重要と思っていますので

現在沖縄県農業研究センターで島野菜の商品化支援

技術開発事業で、そこで機能性があるという効能ま

では分析して、それを消費、宣伝に使えるようなも
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のにしようということで取り組んでいる段階でござ

。 、います それをうまく活用しながらやっていきたい

ＰＲしていきたいとは思っております。

取り組んでいる段階の中身を聞い○仲村未央委員

、 。 、ているわけですが 少し抽象的なのですね 例えば

これに農業試験場あるいは沖縄県農業研究センター

で幾ら予算化して、こういう機能性や、あるいは残

留農薬の先ほどのシステムの開発等に幾らかけてこ

うしていますとか、いつシステムを確立しますとい

う予算化はありますか。

農薬残留については、Ｊ○島尻勝広園芸振興課長

Ａの団体で平成22年度に豊見城の南部地区青果物

パッキングセンター中に入れてあります。こちらに

ついては１カ月、目標を年度で500検体、市場に出し

ていくときに残留問題はクレームが非常に大きいで

すので、この辺をしっかり今２人体制で検体という

か、検査をやっております。農薬残留については一

元的に対応している状態です。

年度で500検体ですか。○仲村未央委員

500検体です。○島尻勝広園芸振興課長

年度でですか。○仲村未央委員

はい。抽出サンプルでで○島尻勝広園芸振興課長

すね。全てやるわけではなくて、抽出でやって、検

体している状態です。

それと、先ほどの物流コストの冒○仲村未央委員

、 、頭の課題というものは コストの問題もありますが

そもそも出ていく出荷物が定量的に提供されるのか

というところが、出荷に当たって、産地としての信

頼性に非常にかかわるわけです。定量の目標は恐ら

く大きくは共販体制に係ってくると思いますが、共

販率というものは、皆さん現状がどうで、実際には

どれぐらいまで目標設定して、その出荷量を上げて

いくのか。それから、今皆さんが持っている目標に

対しての現状はどの程度のレベルにあるのかという

ものを、先ほども聞いたつもりですが、その量に対

しては今どのような状況なのでしょうか。

共販率については、基本○島尻勝広園芸振興課長

的にはＪＡが今１団体になっておりますので、全県

的な品目をＪＡでやれば共販率という形になろうか

と思いますが、実際統計……。推計共販率というこ

とにさせてもらいたいのですが、平成23年度のＪＡ

おきなわの青果物の主要な品目の共販率は、インゲ

ンが約64％、ゴーヤーが33％、オクラが69％、カボ

チャが47％、マンゴーが33％となっております。

それぞれの共販率に対する沖縄県○仲村未央委員

としての目標設定というものはあるのですか。皆さ

んが想定している出荷量―沖縄県外に出していこう

という量に対して、共販率の設定や、あるいは今、

どれぐらいの目標達成ぐあいだということは持って

いらっしゃるのですか。

我々は沖縄県外を中心に○島尻勝広園芸振興課長

大消費者、関東地域だと思うのですが、この辺にあ

る程度、公益財団法人沖縄県糖業振興協会を含めて

出さないと価格維持が非常に厳しい。市場からは信

頼される数量、品質を求められておりますので、Ｊ

Ａと集出荷場の整備を含めて、具体的にインゲンは

どれぐらいということは言えませんが、取引の形態

もいろいろとあって、現状の中でいいということで

はなくて さらに共販率を高めていくという形に持っ、

ていきたいと思っています。特にマンゴーについて

は、農家が先進的に取り組んだ結果、例えば宅配便

とか、そういうものが結構多かったのですが、やは

り贈答品としては非常にパイがもう厳しくなってき

ておるような状況の中で、今年度、平成25年度は宮

古島の集出荷場を整備しているところです。この中

でセンサーを入れて品質が保証されて、また、贈答

、品なんかも少し価格設定を落とすかと思うのですが

安定的な出荷を目標にして、５割とか６割は持って

いきたいというＪＡそれぞれの地域の考え方もあり

ます。その辺もＪＡと連携をとりながら、沖縄県と

しても出荷ないしは価格安定に向けて取り組んでい

きたいと考えております。

今までのお話を伺っていると、基○仲村未央委員

、 、本的に沖縄県の農政として どこに目標値を置いて

果たしてどれくらいの出荷量を定量で送り出すこと

が成功できれば、農家所得は基本的にどれぐらい上

がっていくのだという前提の戦略目標値がまずはっ

きりしないのですよ 先ほどから目標値は一言もはっ。

きりおっしゃらないし、現状の沖縄県の、特に今は

農産物、野菜を中心に説明いただいていますが、そ

こら辺が今どのレベルにあって、沖縄ブランドを外

に出していこうというときの現状の認識と目標に至

るステップが、全く私には伝わってこないわけです

ね。そこら辺に根本的な課題があるのではないかと

聞いておりますが、いかがですか。

今おっしゃるように、や○島尻勝広園芸振興課長

はり沖縄県外に出していくことが、我々は農家の価

格安定につながっていくだろうと思っております。

平成18年から沖縄県については沖縄県ブランド推進

連絡協議会を立ち上げて、ＪＡの共販率を高めなが

ら、市場にきめ細かい出荷先を決めたり、年に２回

の幹事会と協議会を開催しております。そういうこ
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とで、やはりＪＡとの連携をとりながら、我々とし

ても、品目ごと、地域ごと、産地ごと、そういうき

め細かい計画をＪＡと一緒に連携をとって、系統出

荷というか、共販率を高めていくような取り組みは

しております。やはり今回、沖縄県振興一括交付金

を含めて、ハウス等、あるいは花のポットとか、い

ろいろな生産条件を整備している中で、農家も確実

にふえておりますし、また、生産量もふえていると

聞いております。その辺に向けて沖縄県外出荷を中

心に生産量、安定品目として出荷していきたいと考

えております。

、 、○仲村未央委員 ピーマンだって ゴーヤーだって

競合地はもうすごい勢いで、先ほど言ったように機

能性まで含めて、βカロチンとかビタミンＣの違い

まで含めて、戦略を持ってブランドの確立に取り組

んでいるのですよ。だから、幾ら沖縄のブランドの

イメージがいいからということで今、このようなポ

ワンとしたブランドに対する認識では、ほかのとこ

ろとの差別化は非常に難しくなるし、量で負けてい

る以上、その量販体制も整わないという定量のシス

テムも、ほかのところに比べて共販もなかなか難し

い状況という中では、ブランドというものが本当に

牽引して、沖縄県の農業所得を高めていけるかどう

かというところで、今皆さんは緊張感がないという

か、何となくふえていますとか、実績は伸びていま

す程度の説明で全て終わっているような感じに聞こ

。 、 、えるわけですよ そこら辺 ブランドとしての確立

他地域との差別化、量が少ないのであれば、どれぐ

らいの品質で売っていこうという戦略は持っていな

いのですか。そこは、ぜひ農林水産部長に答えてい

ただけますか。

基本的には、我々沖縄県農○山城毅農林水産部長

、 、林水産業振興計画の中で 平成22年度を基準にして

、 。５年後の目標 10年後の目標を明確に持っています

それに対して、それでは具体的にどのようにして伸

ばしていくかというところについては、ＪＡと、出

荷団体と連携しながらやっているわけなのでござい

ますが、例えばマンゴーであれば品質をブランド化

するために、それではどうするかというところで、

糖度が測定できるような、分析できるようなものを

入れようということで、集荷場に我々は、豊見城、

宮古にセンサーつきの選果場を整備して、それで変

えていこうということで取り組んでいます。インゲ

、ンについても伸ばさないといけないわけなのですが

そこを伸ばすためには単収を伸ばさないといけない

ということがございます。今１トン弱の単収を３ト

ンまで引き上げようということで、沖縄県農業研究

センターと連携しながら、今その技術を農家に提供

しながら３トンに持っていこうと普及してございま

す。

あとカボチャについても、一時すごく生産量を上

げたのですが、外国産に負けて随分生産量が下がっ

た時期がございましたが、これについても利益的な

ところを改善しながら地道に普及していって、全県

。的に高品質のカボチャがつくれるようになってきた

それも栽培技術があってのものなのです。それにつ

いて、南風原町津嘉山のカボチャが誘導してきたも

のを、例えば、キロ四、五百円で売れていたものを

離島でも四、五百円で売れるような、それだけ品質

の高いカボチャを今つくり上げております。そうい

う意味では、ＪＡと一緒になりながら、現場に技術

を普及しながら、高品質のいいものをつくり上げて

いるということがあります。そういうものは、今委

員おっしゃるような身近な目標、長期的な目標を持

ちながら その達成状況を確認しながらしっかりやっ、

ていきたいです。

あわせて、先ほどの機能性、確かに宮崎県に比べ

たら、私も見ましたが、アイデア的に負けていると

反省しておりますので、そこをしっかり、向こうに

負けないようなアイデアを出しながら沖縄県産をＰ

Ｒしていきたいと考えております。

ブランドの確立ということは、今○仲村未央委員

回新規参入をしようという若手の担い手の育成に対

しても希望が持てるという第一歩。そのシステム開

発等は、私はＪＡ任せではなくて、沖縄県の農政そ

のものだと思っていますので、ぜひそこは取り組ん

でいただきたいと強く要望します。

それから、いわゆる外来種、特殊病害虫特別防除

事業に要した期間と総事業費、このあたりを説明で

きますか。

代表的なものといたしまし○西村真営農支援課長

て、ウリミバエ、ミカンコミバエにつきましては、

根絶後も台湾等、東南アジア等で発生しております

ので、侵入警戒調査防除を継続しております。事業

費の累計ということでございますので、昭和47年か

ら平成24年までの総事業費は421億3200万円となって

おります。

もう時間がないので、今、熱心に○仲村未央委員

議論がされている外来種―アルゼンチンアリの問題

ですね。これがもし、一たび外来種として入ったと

きに、農作物にどのような被害が起こるのか、その

懸念について説明していただけますか。
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国で世界的に重要害虫と言○山城毅農林水産部長

、 、われているもの―今のミカンコミバエ ウリミバエ

ゾウムシ関係なのですが、そういったものは検疫上

守るということで、リストをつくって、それに対し

て検疫体制をしいているところでございます。その

中には、確認してみたのですが、今のアルゼンチン

。アリは入っていないということを確認しております

ある文献によると、アルゼンチンアリはアブラムシ

とかの出すものを食事としているので、二次的なも

のとしての影響はあるのかと思うのですが、大きな

、 。影響というものは 我々もまだ確認はしていません

詳しい方がいらっしゃると思うの○仲村未央委員

ですが。すす病の話があると思うのですが、そこら

辺、説明できませんか。

例えば、アブラムシが大量○山城毅農林水産部長

に発生するとすすが発生するということで、作物の

生育に影響を及ぼします。ただ、我々はそれを薬剤

散布とかしますので、既存のアブラムシの防除につ

いては、通常の栽培の中での農薬等散布の防除で対

処しているところかと思います。

私も詳しくはないのですが、恐ら○仲村未央委員

くこれはアブラムシが天敵とするテントウムシをア

ルゼンチンアリが食べてしまうということで、結果

的にアブラムシとアルゼンチンアリは共生の関係が

成り立つが、結局テントウムシがアルゼンチンアリ

にやられていくということでの病害虫の発生と聞い

ています。この対策についてはどのようになります

か。入った場合の責任というものは。

済みません。そこまでの情○山城毅農林水産部長

報は今つかんでおりませんので、それについては、

うちの病害虫の専門家がいますので、その意見を聞

いてみたいと思います。

皆さんは申請内容を確認して、そ○仲村未央委員

のことについては見ているわけでしょう。それにつ

いての申請内容から見られる対策については、要は

どのように認識をして、大丈夫だと思ったのかとい

うことですよ。これを見ているわけでしょう。申請

内容を見た上で農林水産部長は意見を出されたわけ

ですよね。外来種の懸念というものは当然申請にも

書かれていて、その対策についてはわかっているわ

けでしょう。

アルゼンチンアリが農作物○山城毅農林水産部長

に大きな被害を及ぼすというような文献とか、そう

いったものはないし、確認したところ、そういう被

害はないということもありましたので、大きな影響

はないと考えております。

楽観的に……。○仲村未央委員

玉城満委員。○上原章委員長

ブランドの話が出たので、石垣牛の○玉城満委員

定義というものは、沖縄県ではどのように解釈して

いますか。

石垣牛の定義につきまして○安里左知子畜産課長

は、ＪＡがＪＡ石垣牛ということで商標登録をした

ものなのですが、これをやるために定義というもの

。 、をＪＡで定めております ＪＡの定めによりますと

八重山で生まれて、同じような餌を食べて、出荷ま

で、屠畜場まで石垣島で生産された牛と、簡単に言

えばそのような定義があります。

これは同じ餌というところが少し○玉城満委員

ひっかかるのですが。同じ八重山で生まれ育って、

別のところから飼料を仕入れてくるのは、それは石

垣牛とは言わないのですか。

定義の中には、同じ餌とい○安里左知子畜産課長

う書き方―漏れている場合もありますが、ＪＡが登

録した商標登録の中には、ＪＡが定めて、同じよう

な餌を食べさせて同じように生育している牛という

決め方をしていると認識しています。

例えば、ＪＡの飼料をとらないで、○玉城満委員

別から持ってきた飼料で石垣島で育てた牛を石垣牛

とは言ってはならないと、極論を言えばこうですよ

ね しかし 実際石垣島で育った牛を石垣牛とは言っ。 、

てくれるなという裁判が起きていることは認識して

いますか。

はい そのような裁判があっ○安里左知子畜産課長 、

たという話は聞いております。どのようになったか

ということは把握しておりませんが、今おっしゃら

れていた餌は別のものをやっているという方が石垣

牛という名称を使うことについては、ＪＡは特にだ

めとは言っていないと聞いております。

本当にそうですよね。だったらいい○玉城満委員

のですが、なぜ裁判が起こったのかわからない。同

じ石垣牛というブランドをそういう争いの材料にさ

せてはいけないと僕は思っているのです。何で石垣

島で生まれて育っているものが、ＪＡと絡んでいな

いものに対してはそれは言ってはいけないというこ

とが起こっていること自体、僕はかなりブランドと

して問題になっているのではないかという気がして

いるのですが、農林水産部長、その辺はどうでしょ

うか。

ブランド化を安定させるた○山城毅農林水産部長

めには、同じ育て方をするのは重要な要素と思いま

す。ただ、そこでこういう餌の配合の割合でやると
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いい肉質のものができるということであれば、それ

は統一して、全てみんながそういう基準を守って飼

育しているものについては同じように扱っていいと

いう感じはします。

だとしたら、例えば、同じ石垣牛で○玉城満委員

も、あの石垣牛はうまいよねとか、これは少し落ち

るなということはあってしかりだと思うのです。こ

れを全部同じように、飼料を統一させて、もう少し

。おいしくしようということができないわけでしょう

そういう意味では、石垣牛の定義について、いま一

度整理をしていただきたいと僕は思うのですが、ど

うでしょうか。

、○安里左知子畜産課長 今の石垣牛につきましては

ＪＡ石垣牛ということで、ＪＡが地域の団体商標を

登録して取得した名称になっております。商標登録

ですので、漢字の石垣牛はＪＡが特権で使うという

ことになっておりますので、石垣島で育ったほかの

牛は、ほかの名称で出していただくほうが多分問題

はないと思っております。

また後退している。さっきの農林水○玉城満委員

産部長の発言と少し違って、また後退しているでは

ないですか。

訂正します。一応、ＪＡ石○安里左知子畜産課長

垣牛ということで、ＪＡの組合としてはそのように

定義づけをしているのですが、先ほど少し申し上げ

ましたが、ＪＡの餌は使っていないけれども石垣牛

と名乗りたいという人については、ずっと同じよう

に石垣島にいるからということで、それについては

ＪＡが特にクレームをつけて、使ってはいけないと

いうことを言っているわけではありません。

それで、今後、ＪＡの牛をもっとよくしていくと

か、そういうことにつきましては、やはりＪＡが中

心になって、牛の改良について、餌の改善を見なが

。らやっていくことになっていくのだろうと思います

石垣牛と使っていいと言ってくれな○玉城満委員

いと僕も困るんだけれども。もう一つ、アグーもそ

うなのです。平仮名あぐーと、片仮名アグー 「あ。

ぐー」はＪＡが商標登録しているのですよね。

そうです。○安里左知子畜産課長

この「アグー」がもともとの在来ア○玉城満委員

グーで 僕も意味がわからないのだけれども あぐー、 、

は50％以上という規定があって、アグーは、ひょっ

としたら50％以上の濃いアグーがいるけれども 「あ、

」 。ぐー という表示は使ってはいけないわけですよね

そういうルールになっているのですよね。

50％で平仮名が使えるか、○安里左知子畜産課長

片仮名が使えるか、そういう区分ではありません。

ＪＡが「あぐー」と登録しているために 「あぐー」、

。はＪＡ系列について使うという考えが進んでいます

沖縄県で考えているのが、50％以上のアグーの血液

を持っているのはアグーブランド豚としましょうと

いう定義です。なので、片仮名と平仮名の表記、そ

れと50％というものは少し切り離して考えていただ

きたいと思っております。

これも外の人からは意味がわからな○玉城満委員

いのです あぐーとアグーはどう違うのですかといっ。

たら、皆さんどうやって説明するのという話なので

す。ここもまた、ＪＡが商標登録をしているものだ

から、その辺のいろいろな意味での意味のわからな

さみたいなものが出てくるわけです。僕は、この辺

は沖縄県がもう少し整理するべきだと思います。定

義がわかりにくい。だって、せっかくいいアグー、

みんなおいしいおいしいと食べているのに、あぐー

、 。とアグーがある そしてＪＡ石垣牛と石垣牛がある

どうなっているのだということになるので、やはり

同じ名称がある場合は、しっかり沖縄県が定義をい

ま一度―ブランドに関してはネーミングは大事だと

思います。確かにＪＡが中心になって品種改良した

り、このように大々的に進めていくということはわ

かるのだけれども、それ以外に、独自の力でそうい

ういい豚をつくろうとか、いい牛をつくろうとかと

いう人がいるわけなので、そういう人たちがもう少

し自由に表現できるような仕組みを、もう一度沖縄

県はつくっていただきたいと思うのです。農林水産

部長、どうでしょうか。

今の委員の御意見は前から○山城毅農林水産部長

も議論されている件で、我々もＪＡと関係機関、団

体等を含めて呼び方をどうしようかということで議

論している最中でございます。そういう団体も含め

て意見も聞きながら、どういう表記の仕方、呼び方

ができるのかということは沖縄県も一緒に入って協

議していきたいと思います。

次は、例の農林水産物流通条件不利○玉城満委員

性解消事業ですが、28億3000万円の予算を組まれて

います。海と空の比率は大体どういうバランスです

か。

今、具体的な数字を持ち○宜野座葵流通政策課長

合わせてはいないのですが、おおむね５対５で、半

分半分ということのようです。

ということは、海でも約14億円以上○玉城満委員

使われていると判断すると―僕は、これはある種、

農林水産物流通条件不利性解消事業は鹿児島県まで
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のユニバーサルサービスを確立するための、基本的

。 、にはそういう事業だと思っているのです ところが

今、企画部あたりがフェリーの新造船を沖縄振興一

括交付金で人を運ぶためにやっているではないです

か。そういう意味では、フェリーの場合は人を運ぶ

のだけれども、やはり物を運ぶ新造船に関して、例

えば、農林水産部であるとか商工労働部が組んで物

流船をつくっていくということで、もう少し解消し

ていく方法はないものなのですか、どうでしょう。

委員から前からそういう御○山城毅農林水産部長

提案があるということは承知してございますが、や

、はりフェリーを所有して物流支援するという場合に

船の運用とか採算面など、どこが担うかとか、採算

面でどうなのかというところの問題があると考えて

おります。そこのところで少し厳しい感じがしてお

ります。

例えば、人を移動させることで一応○玉城満委員

成り立つわけでしょう。物流でも、これだけ離島が

あるわけだから、先ほど午前中に座喜味委員もおっ

しゃっていましたけれども、海からの物流に関して

はもう少しそういう抜本的な手法がないと―結局は

こういう話も耳に入ってくるわけです。こう言った

ら失礼かもしれないけれども、船会社が、どうせこ

れは補助金が出るから少しは上げようかなんていう

ことも耳に入ってきたりするわけです。そんなこと

を感じている当事者がいるわけです。このように毎

回同じことの繰り返しになるので、抜本的な物流の

解消ということは農林水産部でも考えるべきではな

いかと思うのですが、ほかに手法はないですか。

今、農林水産物流通条件不○山城毅農林水産部長

利性解消事業がスタートしたばかりですので、まず

はそこをしっかり捉えて、進めながら。本当に必要

性があるのかどうかということも、そこを見ながら

かと思いますので、今のところは即そういう方向に

ということは少しどうなのかと。一つの研究材料と

してやるということなのかと思います。

私は、農林水産部だけで頭を痛めな○玉城満委員

いでくださいということを言っているのです。やは

り商工労働部とも、いろいろな他の物流もあるわけ

だから相乗りして、もう少し沖縄県の島々の物流が

本当にユニバーサルサービスを達成できるような仕

組みを、やはり越権で―例えば、チャンプルー部で

これを考えるというところで、積極的に他部署と話

し合うべきだと思うのですよ。その辺はどうでしょ

うか。

その件に関しては、商工労○山城毅農林水産部長

働部もいろいろ考えているだろうと思います。そこ

との連携というものは非常に必要だと考えておりま

すので、意見交換をしながら、どういう方法がある

のか、できるのかどうかも含めて、向こうのほうと

一応意見交換を少しやっていきたいと思います。

ことしも前年度並み、若干落ちるの○玉城満委員

だけれども、これだけたくさん農林水産物を売り出

していこうという予算が組まれています。しかし、

今の国のＴＰＰ交渉の状態を見ると、僕ははっきり

言ってただごとではないなと。アメリカがあれだけ

強気に出ている。そのような中で、沖縄県は今、こ

のＴＰＰに対してどのような動きをしようとしてい

るのですか。

国は、重要５品目の関税の○山城毅農林水産部長

。検討について明らかにしていない状況がございます

仮に、本県の重要品目であるサトウキビとか肉用牛

の関税が譲歩された場合には、本県の農林水産業に

極めて大きな影響があるということは懸念しており

ます。沖縄県としては、今後ともＴＰＰの動向を見

据えながら、国の対応を踏まえながら、時期を逸し

ないよう政府・与党に対して、従来言っているよう

に、重要品目での関税を維持すること、十分な情報

開示とか、重要５品目の聖域が確保できなければ交

渉からの脱退も辞さないものとして、万全な対策を

行うような要請をしっかりしていきたいと考えてお

ります。

僕は、国の情勢を見てとか、今その○玉城満委員

。ようなことを言っている時期ではないと思うのです

本当に真剣に取りかからないと、打撃を受けてから

ではどうするのですか。サトウキビにしろ、肉用牛

にしろ、これが今問題だと言っているわけです。そ

の予算に関して、もう少しＴＰＰを意識した何がし

かの対策が見えてこないから、僕は少しこれが気に

なっているのですよ。

委員長、よろしいですか。予算特別委員会に要調

査事項として、その件は上げていただけませんか。

今の玉城委員の質疑につきまして○上原章委員長

は、要調査事項として取り扱ってほしいということ

ですので、明３月14日の委員会でその取り扱いにつ

いて確認いたします。

玉城満委員。

やはりこのＴＰＰの対応はしっかり○玉城満委員

やっていただかないと、今、国の情勢だけを眺めて

いる状態ではない。アメリカが強気になっている。

だから、既にもう今はどうするべきかということを

シミュレーションして、それをみんなに説明できる
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ぐらいになっていないといけないと思っています。

農林水産部長、どうでしょうか。

我々としては、沖縄県の農○山城毅農林水産部長

林水産業を振興するために沖縄21世紀ビジョンもつ

くっていますし、沖縄21世紀農林水産業振興計画の

中で目標を持ちながらしっかりつくっています。そ

の目標に向けてしっかり取り組んでいくということ

が非常に大事だと思っていますので、そういう意味

でも今計画をつくってやっております。確かに将来

的にＴＰＰがどうなるかというところもあろうかと

思うのですが、我々はそこは国に対してしっかり反

対ということを明確にしているわけでございます。

ＴＰＰの話を抜きにした上でも、我々沖縄県の農林

水産業を振興するという立場からは、しっかりそれ

はやっていくということは非常に持って、計画をつ

くって予算措置しているところでございます。

。○玉城満委員 ぜひこの対策はやっていただきたい

あと、通告はしていなかったのですが、デイゴで

す。これは県花ですよね。最近いろいろなところに

聞くと、この通りのデイゴを30本伐採したとか、そ

ういう話がよく耳に入ってくるのです。沖縄県とし

ては今、ヒメコバチの対策はうまくいっているので

しょうか、どうなのでしょうか。

デイゴヒメコバチにつき○謝名堂聡森林緑地課長

ましては、御承知のとおり、一時期かなりの被害を

、 、受けて 花が咲かないということで御指摘を受けて

。樹幹注入を中心に実施しているところでございます

その成果もあって、デイゴヒメコバチ自体の被害は

大分減少しております。ただ、それ以外のデイゴの

メイガとか、別の病害虫もあわせて今発生をしてい

る。ただ、これを全くゼロにするということはかな

り厳しい状況でございますので、一定程度発生の密

度を抑えるということで対応して、一定程度その成

果は出ております。ただ、御指摘のように発生消長

が春と秋に出てきますので、そういう意味では、し

ばらくすると葉が出てくる時期にまた発生してくる

かとは思っております。

それで今回、我々も約3000万円の予算化をしてお

ります。市町村を含めて必要なところには補助金も

、 。交付するということで 事業の予算化もしています

沖縄県の島唄にもデイゴというもの○玉城満委員

は結構歌われていて、やはり県花でもあるわけだか

ら、そういえば最近見ないなという人が結構多いの

です。そういう意味では、これは全力投球していた

、 、 、だいて せっかくの県花だし そして観光立県だし

県花を堂々と花咲かせて皆さんに見ていただくとい

うことは、精いっぱい頑張ってほしいと思っており

ます。

最後の質疑ですが、保健医療部で長寿復活健康づ

くり事業があるではないですか。これは、長寿日本

一を奪回すると宣言して、いろいろな事業に取りか

かっていると思います。ところが、僕は保健医療部

だけの問題ではないと思っているのです。長命草で

あるとか、いろいろな薬草に関して力を入れて、こ

れまた他部署と連携して、長寿日本一奪回に向けて

農林水産部の仕事もあると思っているのです。農林

水産部長、どういう仕事があると思いますか。

沖縄県の島野菜等含めて、○山城毅農林水産部長

先ほどもありますように、野菜には非常に機能性と

か栄養成分が高いものがありますので、健康長寿を

達成するためには、食事の面、料理の面の影響とい

うものは物すごく大きいと思っております。そうい

う意味では、島野菜を中心にした料理というものを

今つくっております。琉球大学で沖縄県の島野菜料

理を食べることによって健康になるということを、

チャンプルースタディーということで長い間蓄積し

た実績がございます。今回、我々のところでは、そ

ういう直売所を核とした県産食材消費拡大事業の中

で、県産野菜等の消費拡大による健康改善促進を目

的に１カ月間のレシピがつくられていますので、そ

こでつくられたレシピを紹介しながら、健康長寿に

向けて取り組んでいきましょうということで、その

関連の予算を今回つくらせていただいております。

それをやっていこうと考えております。

玉城ノブ子委員。○上原章委員長

ヤンバルの造林事業費について○玉城ノブ子委員

説明をお願いいたします。

沖縄県内の人工造林、新○謝名堂聡森林緑地課長

植につきましては、前年度伐採した箇所について翌

。年造林をするというような作業を実施しております

平成26年度国頭村で実施する新植、造林につきまし

ては、昨年度５カ所、約9.35ヘクタール伐採してお

りますので、そこで実施をするということです。事

業費が約2138万円ということでございます。

今年度９ヘクタールについて造○玉城ノブ子委員

林するということですか。そういうことでいいので

すか。

平成26年度ということで○謝名堂聡森林緑地課長

す。平成25年度に約９ヘクタール伐採してございま

すので、平成26年度の予算で約2000万円をかけて造

林をするということでございます。

今ヤンバルで進められている造○玉城ノブ子委員



－142－

林事業なのですが、本来の造林事業からかけ離れた

ものになっているのではないかという意見が出てい

。 、 、るのです 予算も ずっとヤンバルの木を伐採して

そしてそれに国、沖縄県の助成、国は３分の２の高

、 、率補助で造林をするとなっているのですが しかし

、 、この間 貴重な環境を壊し続けているということで

沖縄県民の間からそれに対する、これではヤンバル

の環境が守れない、重要な生態系が守れないという

意見が上がってきているわけです。このように環境

を壊して、それ以上の価値がここで生まれてくるの

かどうか、費用対効果の面からいっても多くの疑問

が残っているところなのです。そういう意味では、

自然環境を生かした産業振興に大きく転換していく

ということが今求められているのではないかと思う

のですが、農林水産部長、どうですか。

委員おっしゃることにつ○謝名堂聡森林緑地課長

きましては、これまで議会でも再三、それぞれ林業

振興のサイド、環境保全のサイドからも陳情がござ

いまして それを受ける形で農林水産部でも 平成22、 、

年度からやんばる型森林業の推進という取り扱い方

針を２年かけて定めているところございます。その

中では柱が４つございまして、その中で利用と保全

を図ろうということでまさに取り組んでいるところ

でございます。伐採、収穫、造林につきましても、

これまでは皆伐中心としたということでございまし

たが、この柱の中で、皆伐からできるだけ択伐にと

いうことで 今年度から 沖縄県外からスイングヤー、 、

ダーという新型の機械を入れて、択伐ができるよう

な実証実験を今しているところでございます。

それから、皆伐で、チップ、おがを中心として低

利用の利用が大半ではないかという御批判もござい

ますので、それにつきましては、里山近くで、10年

から15年で伐採できるような成長の早い木を植栽し

て、山奥ではなく里山近くでチップとかおがは生産

をして、山奥の大事な木は択伐をしていくというよ

うなことで、それぞれそういう環境配慮型の林業に

今努めているところでございます。

今説明しているのは、皆さん方○玉城ノブ子委員

が今推進している、実証実験をやっているやんばる

型森林業の推進の問題なのです。この造林事業は、

国頭村がやっている伐採に対する造林でしょう。

伐採オンリーではなく、○謝名堂聡森林緑地課長

新しい手法を含めた施業、もしくは産業振興がある

のではないかという趣旨の御質疑だと思います。昨

年、先ほど申し上げましたやんばる型森林業の推進

の柱の一つに、切る林業から見せる林業へというこ

とで、ツーリズムですとか、セラピーですとか、そ

れから抽出成分―オオバギですとか、にきび菌に効

くような、30秒ぐらいで菌が死ぬようなもの、それ

から、防虫、化粧品とか、今いろいろそういう展開

が出ておりますので、従前の皆伐を中心とした林業

から体験型林業を含めた転換を図るということも一

つの柱になっております。それも含めて今実証、そ

れから検討を進めているところでございます。

今あなたがおっしゃっているこ○玉城ノブ子委員

とは やんばる型森林業の推進案 今実証実験をやっ、 、

ていることだと思うのですが、皆さん方が推進しよ

うというこの施策案を見ると、環境保全地域はわず

か７％なのです。北部訓練場を除くと残りの地域は

みんな森林施業による伐採が可能な地域になってい

るわけなのです。７％の環境保全の区域ですら伐採

が可能であるとの計画になっているのですね。これ

に対して沖縄県民の間から、これでは自然環境に配

。慮した計画とは言えないという意見があるわけです

これについて、皆さんパブリックコメントをとった

ということなのですが、どれぐらいの意見が寄せら

れているのでしょうか、その内容はどうなっていま

すでしょうか。

今回やんばる型森林業の○謝名堂聡森林緑地課長

推進を図る際に、沖縄県民の皆さんからのパブリッ

クコメントをいただいております。約40日間の期間

を設けまして、138人から271件の御意見をいただい

ております。主な内容としましては、保全区域に連

、 、続性を持たせてほしいというものが１点 それから

森林施業の皆伐を中止してほしいというような趣旨

の意見がございました。また一方では、林業を職業

、としている人たちの生活を考慮してほしいですとか

、林業に関する正確な情報を発信してほしいですとか

それから極端な意見は、利用区分、ゾーニングの白

紙撤回とか、もろもろの意見が出ているところでご

ざいます。

このやんばる型森林業の推進案○玉城ノブ子委員

に出ている沖縄県民の皆さんの環境を守ってほしい

という意見はどこで反映されるのでしょうか。どの

時点でどのように反映していこうと皆さんは考えて

いますか。

このパブリックコメント○謝名堂聡森林緑地課長

を受けまして、今回その検討会を立ち上げて、その

。中で一つのゾーニングという形で出したところです

この検討会に当たりましては、環境保護団体の皆さ

ん、世界的なＷＷＦですとか、日本野鳥の会ですと

か、かなり大きな環境団体の皆さんにも入っていた
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だきましたし、環境系の学者の先生にも入ってもら

いました。その中でいろいろゾーニングをさせてい

ただきました。先ほど委員からも保護地域が７％と

いうお話がございましたが、今回のゾーニングの中

、 、では 基本的にほとんど林業をしない地域が約３割

それから、水路保全区域ということで、これもほと

んど林業という対象ではないのですが、土砂崩壊で

すとか水源涵養というような、機能を維持しなけれ

ばならない際に若干手を加えるということで、１ヘ

クタール未満の択伐とか、そういう施業をするとこ

ろが約３割、おおむね６割はほとんど手をつけない

地域ということでございます。

残り４割につきましても、その半分は、例えば、

長伐期施業ということで、普通、森林の伐採は40年

から50年を平均としますが、80年とか100年というこ

とで長伐期にして、その間、木を切らないというこ

とが環境保全につながるということで、林業エリア

の中でも半分は保護系のエリアということで定めて

います。基本的には、それでも連続性が少し不足で

はないかという意見があったものですから、このエ

リアを約1000ヘクタール 今後の調整区域としましょ、

うということで要調整区域を設けて、皆さんの同意

を得て、一つの方向性ということで示したところで

ございます。

、○玉城ノブ子委員 やはり林業行政の最重要課題は

自然環境に配慮した森林の活用を推進することだと

私は思っているのですが 皆さんの認識はどうでしょ、

うか。

今回、我々も国頭村を中○謝名堂聡森林緑地課長

心とした森林林業を施業しているところでございま

すが、ヤンバルは御承知のとおり、ノグチゲラです

とか、ヤンバルテナガコガネですとか、貴重な動植

物がいるということで、今回のやんばる型森林業の

推進の方針の中にも、利用と保全という両方を柱に

して、守るところ、利用するところというものを慎

、 。重に検討して 今回線引きしたところでございます

もちろん沖縄県が今後も世界遺産に向けて取り組む

ということで、これについては県を挙げて取り組む

ということでございます もちろん環境省のメンバー。

にも入ってもらいました。今回実施したゾーニング

はそれに向けての一つのたたき台ということで我々

も認識しているところでございます。

今出ていましたけれども、やは○玉城ノブ子委員

りヤンバルの森は、今、奄美・琉球諸島は世界自然

遺産の暫定リストに載ることが決まっている地域に

なっているわけですよね。沖縄県も世界自然遺産登

。録を推進するという方針を出しているわけなのです

世界自然遺産登録を目指すためには、生物多様性の

豊かな自然を保全するという保護担保措置がないと

登録は難しいと言われているのです。ですから、そ

れとの関係でいえば、世界自然遺産登録を目指すけ

れども、価値あるヤンバルの森をどう保全するか、

これが非常に重要だと思うのです。そういう意味で

の皆さん方、環境部からも意見が上がっていると思

うのですが、環境部の意見は具体的にどのように皆

様方は聴収してきているのですか。

繰り返すような形になり○謝名堂聡森林緑地課長

ますが、今回やんばる型森林業の推進のゾーニング

に当たっては、環境省、県の自然保護課を含めた形

で検討はさせてもらっております。その中で、彼ら

の一番の意見としては連続性ということでございま

した。海抜250メートル以上の部分を連続してほしい

ということでございましたので、我々はその意向を

大分酌みまして、その中でラインを引いて一つの連

続性を固めたと。ただ、その中で連続性が保たれて

いない部分については、要調整区域ということで約

1000ヘクタールの区域を、今後検討を重ねて国立公

園化、世界遺産に向けて、双方の中で検討して調整

していくというエリアも設けてございますので、お

おむね環境サイドの皆さんの意見も取り込んだ形で

の成果となっていると考えております。

ヤンバルの環境保全の問題につ○玉城ノブ子委員

いては、もっと皆さん、今のやんばる型森林業の推

進事業の中でも根本的な見直しが必要なのではない

かと思っていますので、そのことを一応指摘してお

きたいと思います。

漁業経営セーフティーネット構築事業、漁業用燃

油緊急特別対策事業、沖縄県漁業用燃油緊急支援対

策事業、この内容について御説明をお願いします。

漁業経営セーフティーネット○新里勝也水産課長

構築事業は国が行っている事業でございまして、漁

業者と国が積み立てを行って、燃油が高騰した際に

積立金から補塡金が支払われるものでございます。

、 、同事業には 平成25年度12月末の第３四半期までに

１リットル当たり16.8円の補塡金が関連している漁

業者に支払われたところでございます。

今、燃油高騰で漁民の皆さん方○玉城ノブ子委員

の経費に占める割合、負担が大変大きくなっている

わけです。それで、もう漁を続けていくことができ

ないという悲鳴の声が上がって、漁民の負担をもっ

と軽減してほしいということが今あるのですが、皆

さん方は燃油高騰の漁民の負担軽減策について考え
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ていないかどうか。

この燃油高騰に対して、沖縄○新里勝也水産課長

県としましても支援を今実施しておりまして 平成25、

年度の９月補正予算で措置させていただいておりま

す。中身としましては、国の漁業経営セーフティー

ネット構築事業の積立金に上乗せする漁業者に対し

て補助、手当てをしております。

もう一つは、船底清掃、漁船の船底を年に何回か

掃除することによって、抵抗が少なくなって燃油が

節減されるという効果がございますので、それに対

して、一律お一人に幾らということで支援を行って

いるところでございます。

今、漁民の皆さん方の漁場環境○玉城ノブ子委員

は非常に厳しい状況になっているのです。特に沖縄

近海での漁については、沖縄県の場合、マグロやイ

カの好漁場が訓練水域のために漁に行けないという

状況がある。そういう遠いところまで出かけていっ

て漁をしなくてはいけないというようなことがある

わけです。そういう場合に、訓練水域を避けてパラ

オ周辺に漁に行くという人たちがふえているわけで

す。ところが、今の燃油高騰で必要経費に占める割

合が非常に高くなって 大変厳しいという声が上がっ、

ているわけです。特にパラオ漁業水域に漁に行くと

いうことになると、１航海当たり許可に必要なお金

が60万円近くにもなるわけです。そういうことにな

ると、漁に行っても帰ってきて赤字になる、経費で

みんな引かれて赤字になっていくという漁民の皆さ

ん方からの悲鳴の声が上がっているわけです。皆さ

ん方はそこに対する具体的な支援策をぜひ検討すべ

きだと思うのですが、どうでしょうか。

おっしゃるとおり、本県の特○新里勝也水産課長

にマグロはえ縄漁船につきましては、沖縄本島の東

、海域に設定されている米軍の訓練水域を迂回したり

あるいは そこでの操業ができないような状態になっ、

ております。そういうことを踏まえて、やむなく海

外に出場せざるを得ない。ミクロネシア、パラオま

、 。で １カ月以上かけて操業している船もございます

このため、特にこの方々は一番燃料を使うマグロ船

でございますので、国の制度を使ってほしいという

ことで積極的に呼びかけをして、今回の燃油高騰対

策を活用していただいております。平成26年度予算

につきましても、引き続き、沖縄県漁業用燃油緊急

支援対策事業ということで、漁協が手当てする積立

金に対して支援する内容で予算に計上させていただ

いているところでございます。

その支援対策をやっているとい○玉城ノブ子委員

うことではありますけれども、それでも漁民の皆さ

ん方にとっては、基金に積み立てをする負担金につ

いても、とてもではないけれども出せないという状

況があるわけです。だから、その負担金の軽減もぜ

ひ考えてほしい、もっと支援をして負担金の軽減を

図ってほしいということがあるわけです。そういう

こともぜひ検討していただきたいと私は思っている

わけです。

平成25年度は、積立金に対す○新里勝也水産課長

、 、る上乗せ支援を行ったところでございますが まず

この積立金自体、現金で支出するのが厳しいという

意見が多くございました。漁協によっては、漁協が

立てかえて積み立てしてまでも対応していただいて

いるところがございました。そういう声を受けて、

漁協が借り入れして、立てかえして積み立てする場

合に、沖縄県がその利息負担分、漁協の負担分を軽

減すること。あと漁業者はもう現金を出さなくてい

いような内容にすることを踏まえて、今回、平成26

年度予算の中では燃油対策の仕組みを計上させても

らっているところでございます。

ぜひ漁民に対する燃油高騰の支○玉城ノブ子委員

援については、もっと今後、漁民の皆さん方、特に

遠いところまで漁に行く漁民の皆さん方にとっては

必要経費も上回るほどの額になっているということ

で、これでは漁を続けていくことができないという

悲鳴の声が上がっていますので、そこに対する今後

の抜本的な支援策をぜひ検討していただきたいと思

うのですが、農林水産部長。

今、水産課長からもお話が○山城毅農林水産部長

あったように、今回の燃油高騰対策については、平

成25年度、平成26年度ということで、沖縄県でも支

援できる方法を模索しながら今支援しているところ

でございます。その取り扱いについては今後とも継

続しながら、しっかりと支援していきたいと考えて

おります。

先ほど新垣哲司委員からも質疑○玉城ノブ子委員

がありましたけれども、糸満市真栄平南、真壁地区

の冠水被害対策で今度予算が計上されているのです

が、向こうの冠水被害対策の抜本的対策も、具体的

に新たな排水施設についても検討していくというふ

うにしないと、ああいう状況のままでは、ずっと何

十年間も同じような冠水被害を繰り返すという状況

が出ております。向こうに本当に抜本的な対策を講

じていくということについて、農林水産部長、決意

をお聞かせ願えますか。

、○山城毅農林水産部長 先ほど説明しましたように
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今回、平成26年度に琉球石灰岩地域排水対策検討事

業ということで調査事業を計上いたしておりますの

、 、 、で それでしっかり調査しながら それを踏まえて

次の対策に向けてしっかりと取り組んでいきたいと

考えております。

先ほどの崎山委員の意見との関○玉城ノブ子委員

係なのですが、岩礁破砕のとき沖縄県知事の許可が

必要だと、サンゴの移植などを行うときは特別採捕

の沖縄県知事の許可が必要だということについては

確認してよろしいでしょうか。

漁業権漁場内で、そういう海○新里勝也水産課長

上で工事を行う場合は、岩礁破砕等の許可が必要で

ございます。サンゴ等を移植する際は特別採捕許可

が必要でございます。

ＴＰＰの問題ですが、今の状況○玉城ノブ子委員

でいくと、もう既に譲歩案を出しているような状況

がありますでしょう。譲歩しないともう太刀打ちで

きないということで、日本のほうが譲歩案を示して

いるわけです。これは絶対、今の状況でいくと、沖

縄県の農水産業は大きな壊滅的打撃を受けることに

なりますよ。やはりすぐ行動を起こしていくことが

必要だと思いますが、農林水産部長。

それについてはしっかりと○山城毅農林水産部長

、対応しなければならないと我々は思っていますので

ＪＡ等団体も含めて、しっかり国に対して要請をし

ていきたいと考えております。

休憩いたします。○上原章委員長

午後３時22分休憩

午後３時42分再開

再開いたします。○上原章委員長

休憩前に引き続き、質疑を行います。

儀間光秀委員。

農林水産物流通条件不利性解消事○儀間光秀委員

、 、業 それぞれの委員の皆さんから話が出たのですが

一、二点だけ確認させていただきたいと思います。

平成24年度が交付団体71団体、平成25年度が111団

体と先ほど答弁であったのですが、その交付団体か

ら補助額が確定するまでの一連の処理の仕方、その

流れをお聞かせいただきたい。

平成25年度におきまして○宜野座葵流通政策課長

は、事業対象年度を平成25年４月１日から適用して

おります。交付申請の受け付けを５月15日から実施

、 、 、 、 、しておりまして その際 各ブロック 北部 中部

南部、宮古、八重山の説明会を実施して、６月14日

に受け付けを終了いたしまして、昨年の７月に交付

決定を行いました。そして、その実績に基づいて各

四半期の実績報告を受けて、必要に応じて概算払い

を実施しているという状況です。

今そういったシステムベースで管○儀間光秀委員

理していらっしゃいますか。

現在は管理しておりませ○宜野座葵流通政策課長

ん。

これを見ていきますと、年々出荷○儀間光秀委員

の実績も右肩上がりで、先ほどの答弁で生産はどう

なっているかの数字は持ち合わせていないという話

だったと思うのです。やはりシステムで今後も管理

をしていく必要があると思うのですが、その辺の見

解を。

今年度調査事業を行って○宜野座葵流通政策課長

おりまして、その中にシステムのあり方についても

検証するという位置づけで、今調査しております。

ぜひそれは前向きに検討していた○儀間光秀委員

だきたいと思います。

あと１点、今、対象品目が50品目。これは次年度

に向けて対象品目の枠を広げるというのですか、そ

の辺のお考えがあるのかどうか。

現在は戦略品目の50品目○宜野座葵流通政策課長

が補助対象品目になっておりまして、出荷団体、生

産団体から対象品目を広げてほしいという要望がご

ざいます。品目の見直しにつきまして、平成26年度

に向けて、肉用牛や豚とか花卉、果樹などの追加品

目の拡大作業を進めているところでございます。

追加品目が拡大されると、やはり○儀間光秀委員

生産者の意欲も向上してくると思いますので、ぜひ

それも国と調整していただいて、前向きに検討して

いただければと思っております。

次に、沖縄県新規就農一貫支援事業について説明

をお願いします。

沖縄県新規就農一貫支援事○西村真営農支援課長

業につきましては、担い手の育成確保を目的にいた

しまして、就農希望者に対して、就農相談から就農

定着までの一貫した支援を行う事業となっておりま

す。具体的な内容につきましては、１つ目として、

沖縄県立農業大学校の機能強化や市町村等の研修農

場の整備、２つ目としまして、新規就農者に対する

農業機械や施設整備等の初期投資の支援、３つ目と

して、市町村等に新規就農コーディネーターを配置

しまして就農相談体制を充実、４つ目として、農地

確保に対する支援としまして農地調整員の配置や農

地データバンクの整備などを実施しているところで

ございます。

就農相談の実績をお聞かせくださ○儀間光秀委員



－146－

い。

就農コーディネーター、平○西村真営農支援課長

成25年度につきましては７名配置しておりますが、

４月から現在までの途中の段階の集計ですが、就農

相談が延べ402名となっておりまして、そのうち新規

就農に結びついた方が53名 農家等での研修をなさっ、

ている方が８名ということでございます。

コーディネーターが７名、その７○儀間光秀委員

名は、例えば北部とか、どういう地域に配置されて

いるのか。

市町村、農業会議、ＪＡな○西村真営農支援課長

どに配置されておりまして、現在、北部、中部、南

部、宮古に配置されております。

、 。○儀間光秀委員 実際 この事業で就農した人数は

今現在確認できているとこ○西村真営農支援課長

ろでは、新規就農に結びついたのは53名と把握して

おります。

53名というのは今年度ですか。○儀間光秀委員

はい。今年度、平成25年の○西村真営農支援課長

４月から、この３月の中旬までの実績ということで

ございます。

今までの延べ人数は。○儀間光秀委員

、○西村真営農支援課長 平成25年度につきましては

現在集計中なものですからまだ把握できておりませ

ん。ちなみに、平成24年は390名の新規就農でござい

ました。

農業を目指す方の支援事業なので○儀間光秀委員

すが、今後の見通しがあればお聞かせください。

沖縄県としまして、新規就○西村真営農支援課長

農者の育成は非常に重要な課題だと認識しておりま

。 、 、す そういうことで 沖縄21世紀ビジョン基本計画

また、沖縄21世紀農林水産業振興計画の中で新規就

農者を毎年300名、10年間で累計3000名の育成を目標

に取り組んでいるところでございます。

ぜひ今後とも農業に従事する方の○儀間光秀委員

育成に沖縄県も取り組んでほしいと思います。

、 、次に 今の事業と関連してくるとは思うのですが

沖縄県青年就農給付金事業についての説明をお願い

します。

沖縄県青年就農給付金事業○西村真営農支援課長

につきましては、青年の新規就農者の増加と就農の

定着を図ることを目的に実施している事業でござい

ます。準備型と経営開始型の２つのタイプがござい

ます。準備型につきましては、就農前の研修期間に

対する支援、経営開始型につきましては、経営が安

定しない就農直後の所得を確保できるようにという

ことで給付金を支給するものでございます。

準備型につきましては沖縄県からの給付となりま

して、沖縄県立農業大学校ですとか先進農家などで

研修を受ける就農希望者に、最長２年間、年間150万

。 、円給付をしております 経営開始型につきましては

沖縄県から市町村を通じて、市町村が給付主体とな

りまして、市町村が策定する人・農地プランで位置

、 、づけられた独立自営を目指す就農者に 最長５年間

年間150万円が給付されるものでございます。

この事業で給付を受けた人数。○儀間光秀委員

平成24年度の実績につきま○西村真営農支援課長

しては 給付者の合計が217名で そのうち準備型が27、 、

名、経営開始型が190名となっております。平成25年

度につきましてはまだ途中ですので、１月末段階の

見込みでございますが、合計403名、準備型が39名、

経営開始型が364名となっております。

これも平成24年度から着実に事業○儀間光秀委員

を活用している対象者がふえているということです

ので、今後も引き続き事業に取り組んでほしいと思

います。

養豚生産性向上緊急対策事業について説明をお願

いします。

この事業は、昨年の飼料価○安里左知子畜産課長

格高騰に対する緊急対策として、９月補正で実施、

始めたものです。これにつきましては、生産性向上

を要件として、養豚農家に対して配合飼料価格の購

入費１トン当たり1600円を補助しております。

高騰ということは 社会情勢によっ○儀間光秀委員 、

て安くなったり、高くなったりがあると思うのです

が、沖縄県としては、助成するだけではなくて、飼

料価格の低減に向けて何か取り組んでいるものがあ

るのか。

おっしゃるとおり、今、配○安里左知子畜産課長

合飼料価格は国の決める価格でずっと右肩上がりで

すが、沖縄県としましては、昨年度クランブル飼料

という消化のいい、少ない量で家畜が大きく成長で

。 、きる飼料工場を２カ所に整備いたしました それと

平成26年度、平成27年度にかけまして、原料のトウ

モロコシが海外から入ってくるわけですが、この原

料が今は鹿児島県を経由して入ってくることがあり

まして、鹿児島－沖縄県間の経費が余計にかかって

いるということがあります。それを改善するために

直接沖縄県に海外から配合飼料原料を入れて保管が

できるサイロの整備を検討しているところです。

沖縄県畜産研究センターとかあた○儀間光秀委員

りで飼料の研究というのですか、その辺もぜひ前向
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きに検討していただきたいと思います。それは要望

でとどめておきます。

喜納昌春委員。○上原章委員長

ハイサイ、グスーヨー、チューウ○喜納昌春委員

ガナビラという形で終わってもいいかと思ったので

すが、せっかくですので、午前中、砂川委員からも

ありました６次産業について二、三点聞いておきた

いと思います。

農林水産部長、１億2715万円の６次産業化支援事

業ということでついていますけれども、前年度はゼ

ロなのだが、今度ついた意味は何ですか。

国で６次産業化の取り組み○山城毅農林水産部長

を強化するということで、まずは法律を作成いたし

まして、それから国で６次産業化の事業を創設して

おります。その場合、国独自で法に基づく総合事業

計画を認定し、支援をする、ソフト的な支援とハー

ド的な支援を国独自でやるということで、昨年度ま

では沖縄県を通らない予算でございました。平成25

、 、年度に入って 国が直でやるという話ではなくして

沖縄県とか市町村、現場も活用しながら面的に広げ

ていこうという考え方に変わってきまして、昨年度

途中からですが、ネットワーク交付金が沖縄県にも

おろされるようになってきました。11月からは沖縄

県でソフト的なものを補正で組みまして６次産業化

サポートセンターを設置したところでございます。

ハードについては今年度、平成26年度予算からの措

置ということで、今回予算計上したところでござい

ます。

農林水産部長、これは去年、沖縄○喜納昌春委員

県６次産業化推進基本戦略（仮称）ということで策

定した。この予算化は国の直轄事業が沖縄県にある

意味では移ったということですか、認定は相変わら

ず国がやるのですか。

事業認定そのものは国でや○山城毅農林水産部長

ります。その認定された支援については、沖縄県域

のものについては沖縄県のサポート交付金事業の中

で支援する、都道府県をまたがるような広域的なも

のについては国が支援するというような二本立ての

支援を考えているということでございます。

ということで、先ほど砂川委員の○喜納昌春委員

質疑であったので、個人も含めて52団体を認定した

。 。ということですか 内訳があったら教えてください

、○新城治村づくり計画課長 認定の内訳なのですが

まず圏域別です。北部地域が20件で約39％、中部地

域が７件で13％、南部地域が11件で21％、宮古地域

が３件で６％、八重山地域が11件で21％となってお

ります。また、対象農林水産物に関しては、畜産が

豚、牛、ヤギ等で28％、マンゴー、パイナップル等

の果樹が26.5％、野菜が19％、サトウキビ、ハーブ

などの工芸作物が17.6％ 豆類が4.4％ 水産物が2.1、 、

％、花卉が1.5％となっております。

農林水産部長、認定を受けたら沖○喜納昌春委員

縄県は今までどういったことができるのか。認定を

受けたら、沖縄県は認定を受けた皆さんと調整があ

るのか。予算なんかは国から来るわね、沖縄県はど

うするのか。

沖縄県は交付金の内示を国○山城毅農林水産部長

からいただいていますので、それをもとにして認定

を受けた方々の、例えば、加工のハード施設がほし

いという方がいれば、それに対して中身をチェック

。しながら支援していくということが１点ございます

もう一つ、６次産業化サポートセンターにアドバイ

ザー、プランナーが配置されておりますので、プラ

ンナーが専門的な立場からのアドバイスをしていく

ということも支援の一つとして考えております。

認定を受けたら、全部が全部そう○喜納昌春委員

ではないと思うのだが、あと市町村との関係がある

ね。市町村との関係はどうなるのか、市町村はしっ

かり受けとめられているか。

今回の交付金に関して○新城治村づくり計画課長

は、沖縄県から市町村を通して補助金として事業者

に交付する形になっています。それと、申請に関し

ても、認定者からは市町村を通して沖縄県に上がっ

ていくことになります。その中で、地域の市町村を

初め、ＪＡと一体となって、連携して進めていきた

いと考えております。

村づくり計画課長、これは従来と○喜納昌春委員

は、新年度から違うという意味ですか。

これまでは国の直轄と○新城治村づくり計画課長

いうことでやってきました。平成26年度からは、沖

縄県が中心になって、市町村と連携しながら進めて

いく形になります。

数は知ったから細かいことは言わ○喜納昌春委員

ないけれども、52団体受けて、これは単年度で終わ

るのかな。受けたら１年で終わるの。

認定を受けたら５年以○新城治村づくり計画課長

内に実行する計画となっております。

認定を受けたけれども 事業が滞っ○喜納昌春委員 、

。 、てパアになるという場合もあるのかな ５年だから

まだパアになるとは限らない、平成23年度だから、

平成26年度までだから。そうならないように、せっ

かく認定を受けたのだから―認定書を見たよね。卒
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業証書みたいで結構立派ですよ だから 意欲もあっ。 、

て認定を受けて６次産業化したいということで出し

ているわけだから。ただ、場合によっては市町村と

のいろいろな調整の中で繰り越しする場合があるよ

ね。だから、この辺のことはしっかりクリアできる

ように、アドバイスなり、逆に市町村なりも、せっ

かく国の認定を受けたわけだから、そういった格好

で臨んでほしいのだが、どうでしょうか。

認定を受けると、委員○新城治村づくり計画課長

から話があったように、交付金の補助事業がありま

すが、それ以外のメリットとして、ファンド、資本

金とかの融資制度、基金とか、いろいろな支援制度

がありますので、交付金とそれとセットでそういう

いろいろな融資関係の制度を活用してもらいたいと

考えております。それを活用して、また支援してい

きたいと思っています。

ケースがあって、相談があって、○喜納昌春委員

少しひっかかったものだから、５年以内の話だから

まだ終わったわけではないから、せっかく認定を受

けた事業については、市町村にも、地域にも、いい

意味での影響があるし、制度だと思うので、ぜひ生

かしてもらいたいということを要望しておきます。

それから、これはある意味では、農林水産部長、

幾らでも手を挙げてできる予算はあるのか。要する

に、沖縄県民の知恵によっては幾らでもできる仕事

なのか。

今回沖縄県も１億2715○新城治村づくり計画課長

万1000円と小さい予算で、その中でハード補助金、

施設等に関する補助金として約8000万円を計上して

いますが、8000万円の金額では52人もの認定者を支

援できないということで、沖縄県としてはこういう

交付金もあるのですが、先ほど説明した融資とかフ

ァンドを活用してもらいたいと考えております。

ソフト関係の補助金として、新商品の開発とか販

路拡大に対する支援ということで、補助率が３分の

２の事業もありますので、それも活用していただき

たいと考えております。

今は52の認定を受けた皆さんに対○喜納昌春委員

することだったから。私がまた再度聞きたいのは、

これからでも手を挙げてできる部分の要素もいっぱ

いあるのですかということなのです。

昨年12月から沖縄県で○新城治村づくり計画課長

６次産業化サポートセンターを設置して、その中に

プランナーを置いています。プランナーの大きな仕

事が認定を受けるための支援となっていますので、

今後とも認定に関しては、国で認定するのですが、

沖縄県としても、６次産業化サポートセンターのプ

ランナーと一緒に認定に向けて支援していきたいと

考えております。

、○喜納昌春委員 プランナーと沖縄県の役割ですが

これはある意味ではいろいろなテレビとかラジオも

あるでしょうが、逆に認定を受けて仕事するという

場合は市町村とも絡んでくるよね。市町村のほうも

きちんとその辺は連携しているのでしょうか。その

ＰＲというか、どうぞ大いにそういったことを生か

していきましょうという意味での連携も、ＰＲも、

ＪＡを含めて市町村にもやってもらっているので

しょうか。

今回、交付金が制度に○新城治村づくり計画課長

、 、なって 沖縄県が中心になって進めているのですが

先ほど説明したように、沖縄県から市町村に補助金

が流れます。それで今、沖縄県から市町村にお願い

しているのは市町村に窓口を設置してもらいたい、

その窓口の中でまた地域の声を、認定希望者の声を

吸い上げてほしいという形で、沖縄県と市町村で連

携して進めていきたいと考えております。

地域ごとに52団体の内訳はわかり○喜納昌春委員

ましたから、市町村等の窓口のことも聞きましたの

で、またこれから、いい制度ですから、ぜひ多くの

皆さんが。例えば一括交付金の場合でも、今年度の

ことを含めて７割が実施で３割が使い切れていない

という様子がありました。ですから、そういう意味

では市町村の部分での活用の仕方も、まだふなれだ

からそういう課題もあったけれども、この６次産業

化についても、やはり県外、国外を展望するような

制度かもしれませんので、ひとつしっかり、新しい

ことですから、市町村を含めて沖縄県もＰＲして、

大いに産業人がこれを活用できるよう頑張っていた

。 、だきたいと思います 農林水産部長の決意を聞いて

終わります。

委員おっしゃるように６次○山城毅農林水産部長

産業化の支援については大変重要な事項だと我々も

考えております。それにつきましては、市町村、Ｊ

Ａと連携しながら、今回ソフト交付金の目的も、地

域で連携する。市町村、ＪＡ、一緒になって、そこ

に生産者、流通確保を含めて、関係するものが一緒

になって、地域で話し合いをした結果、こういうこ

とをやりましょうということも取り組みをします。

一緒に連携しながらしっかりと支援していきたいと

考えております。

以上で、農林水産部長及び労働委○上原章委員長

員会事務局長に対する質疑を終結いたします。
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説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

どうぞ御退席ください。

次回は、明 ３月14日 金曜日 午前10時から委

員会を開きます。

本日の委員会はこれをもって散会いたします。

午後４時15分散会
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。沖縄県議会委員会条例第 27 条第１項の規定によりここに署名する

委 員 長 上 原 章
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